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てきた 1-1）．地震荷重に関する耐震設計の技術基準の変遷を表 1.1，図 1.1 に示す．耐震設計に関しては
1923（大正 12）年の関東地震（M7.9）の被害を受けて，1926（大正 15）年の道路構造に関する細則案 1-2）
の第 11 条において「地震荷重は橋梁の所在地方に於ける最強地震力に依り橋梁の各部に最大応力を生す
るものを用ふへし」と地震荷重が初めて規定された．1939（昭和 14）年の鋼道路橋設計示方書案 1-3)の第
21 条では，水平震度は 0.2，鉛直震度は 0.1 を標準とする具体的な地震荷重が初めて規定された．その後，
1943（昭和 18）年の鳥取地震（M7.2），1944（昭和 19）年の東南海地震（M7.9），1945（昭和 20）年の三
河地震（M6.8），1946（昭和 21）年の南海地震（M8.0），1948（昭和 23）年の福井地震（M7.1）が発生し，
6 年間に死者 1000 人以上の被害を及ぼした地震が続いたが，戦中戦後の混乱期であり，1971（昭和 46）
年まで耐震基準に大きな見直しはされていない．1956（昭和 31）年の鋼道路橋設計示方書 1-4)の 15 条で
は，地震の水平震度は，地域をしばしば大地震が起った地域，大地震が起ったことのある地域，その他の
地域に分け，また地盤を軟弱地盤，やや良好な地盤，良好な地盤に分けて，0.10～0.35 の範囲で示した．
1964（昭和 39）年の鋼道路橋設計示方書 1-5)の 13 条では，水平震度は変更されていない． 

















1926（大正 15）年 ●所在地方に於ける最強地震力として地震荷重を設定 60％ 60％ 
1939（昭和 14）年 ●水平震度は 0.2，鉛直震度は 0.1 を標準と設定 80％ 
1956（昭和 31）年 水平震度は 0.10～0.35（地域別・地盤別補正あり） 50％ 
1964（昭和 39）年 70％ 
1971（昭和 46）年 ●水平震度は 0.2～0.3（震度法と修正震度法），鉛直震度は考慮なし 
1980（昭和 55）年 RC 橋脚に地震時変形性能の照査（設計震度に 1.3 の係数を考慮） 50％ 
1990（平成 2）年 ●震度法，地震時保有水平耐力法（RC 橋脚，設計水平震度 0.7～1.0） 
1996（平成 8）年 ●震度法レベルと保耐法レベルの 2段階，重要度（A種，B種）に応じて
耐震性能を確保，保耐法はタイプⅡ（設計水平震度 1.5～2.0）も考慮 
2002（平成 14）年 性能規定化．レベル 1 地震動（震度法）に対して耐震性能 1，レベル 2 地
震動（保耐法）に対して耐震性能 3（A 種），耐震性能 2（B 種）を確保 



















2002（平成 14）年の道路橋示方書・同解説Ⅴ耐震設計編 1-10)では性能規定化の改定がされ，表 1.2に示
すように，レベル 1 地震動に対して A 種の橋，B 種の橋ともに地震によって橋としての健全性を損なわな
い性能（耐震性能 1）を確保し，レベル 2 地震動に対しては A 種の橋は地震による損傷が橋として致命的
とならない性能（耐震性能 3）を，B 種の橋は地震による損傷が限定的なものに留まり，橋としての機能
の回復が速やかに行い得る性能（耐震性能 2）を確保することとした．耐震性能の観点を表 1.3に示す． 
 
 
図 1.1 耐震設計の技術基準の変遷 
1923 関東地震(M7.9) 1964 新潟地震(M7.5)
1943 鳥取地震(M7.2) 1978 宮城県沖地震(M7.4)
1944 東南海地震(M7.9) 1995 兵庫県南部地震(M7.3)
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1995（平成 7）年 2 月に策定された兵庫県南部地震により被災した道路橋の復旧に係る仕様 1-12)，1996（平
成 8）年の道路橋示方書・同解説Ⅴ耐震設計編 1-9)などの基準類が整備されたことによって，一般高架橋の
耐力補強・じん性補強が実施された．その後，2005（平成 17）年から 2007（平成 19）年までの橋梁耐震













表 1.2 設計地震動と目標とする橋の耐震性能 
設計地震動 A 種の橋 B 種の橋 






























































果，交通渋滞を引き起こしたため，写真 1.2 に示す代替道路として仮橋が 11 ヶ月にわたって設置され，




の段差が発生したため，一般車両の通行を含む本復旧に 8 ヶ月を要している． 
 
    
写真 1.1 中路アーチ橋のロッカー支承の損傷   写真 1.2 代替道路（仮橋）の設置状況 
 
   
(a) ケーブル脱落状況       (b) 隣接桁の支承・桁損傷状況 
























図 1.2 終局照査用標準加速度応答スペクトル 1-15) 
 




















小森ら 1-17)は，首都高速道路の長大吊構造系橋梁 3 橋（横浜ベイブリッジ，レインボーブリッジ，鶴見












イト波の振幅を 1 倍，2 倍，4 倍として地震応答解析および耐震性能評価を行っている．そして，数種類
の損傷の連鎖現象を想定し，それぞれについて終局限界状態に至る崩壊プロセスを示している．対象橋梁
























































































 本論文は，以下に示す全 7 章から構成される． 
第 1章「序論」では，研究の背景と目的について述べ，わが国の耐震設計法の変遷，および長大橋の耐
震性能評価に関する研究の実態を示している． 
第 2章「長大橋の漸増動的解析（IDA）」では，IDA の概要と適用例，および IDA を適用する非線形時刻
歴動的解析の解析手法について示すとともに，耐震性能評価の検討項目を述べている．  




動の 1 方向入力において IDA を適用するだけではなく，2 方向入力時に IDA を適用する．2 方向入力は，
標準波を 2 方向入力するケース（1 方向 45 度入力）と，1 方向入力の場合の応答の大きさと一致すること
を目的とする相補直交成分を使用したケースを実施する．さらに，地震時に長大橋を走行する車両の走行
安定性への影響を調べるため，主桁の鉛直方向の最大加速度の時刻歴応答を確認している．  
















第 6章「鋼 Vレッグラーメン橋への適用」では，仮想的な鋼 V レッグラーメン橋に対して道路橋示方書








図 1.5 鋼斜張橋 
 
図 1.6 中路式鋼アーチ橋 
  
図 1.7 上路式鋼トラス橋 
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 漸増動的解析（Incremental Dynamic Analysis，以下 IDA）は，基準となる入力地震波に振幅倍率（Scale 
Factor）を乗じることで強度を調整した入力を用いて，入力地震波の振幅を徐々に増加させながら非線形
時刻歴動的解析を繰り返し行った結果に基づき，構造物の耐震性能を評価する手法である． 
 2.2 節では，IDA の概要と適用例を示す．2.3 節では，IDA を適用する非線形時刻歴動的解析の解析手法
について示す．2.4 節では，耐震性能評価の検討項目を述べる．2.5 節では，橋軸方向，橋軸直角方向 2 方
向入力時の IDA 解析について，単柱形式の鋼製円形橋脚に適用した事例を述べる． 
 
2.2 漸増動的解析 














Mander ら 2-3)は，高速道路橋を対象とした IDA 解析とリスク分析への適用を行った．地震動の再現期
間と構造物の応答を直接関連付けるため，多数の入力波で IDA 解析を行い，各パーセントタイルに相当




 中澤ら 2-4)は，免震構造の設計で考慮する地震動を上回る強度の地震動に対する耐震安全性を IDA 解析
を用いて確率論的に評価した．耐震余裕度を 50 パーセントタイルの IDA 曲線が終局限界に達したとき
の地震動倍率と定義して分析する手法が述べられている． 
Filipov ら 2-5)は，IDA 解析に基づきイリノイ州の準免震橋（支承がフューズ機能を有する橋梁）の耐震
性能評価を行った．多数の入力波に対して橋脚と橋台に関する IDA 曲線が作成され，限界状態を超過す
る振幅倍率による損傷順序の評価を行っている． 






以下に IDA の手順を示し，図 2.1に概念図を示す． 
(1) 対象構造物に応じて基準地震波を選択する． 
(2) 選択した基準地震波に振幅倍率（図 2.1 では，0.5，1.0，1.5）を乗じ，大小様々の強度の入力地震波
を作成する． 








































                                 (2.1) 
ここに， 
PGA ：最大加速度 (gal) 
T ：再現期間 (年) 
0A ：基本最大加速度で関東，近畿は200gal 
表 2.1 基本条件 
地盤種別と 
入力地震動 
Ⅲ種地盤 鋼斜張橋【3 章】 Ⅰ-Ⅲ-1 Ⅱ-Ⅲ-1 
鋼アーチ橋【4 章】 － Ⅱ-Ⅲ-3 
鋼 V レッグラーメン橋【6 章】 － Ⅱ-Ⅲ-1，Ⅱ-Ⅲ-2，Ⅱ-Ⅲ-3 
Ⅰ種地盤 上路式鋼トラス橋【5 章】 Ⅰ-Ⅰ-1 Ⅱ-Ⅰ-1 
重要度区分 B 種の橋 




   
(a)タイプⅠ-Ⅰ種地盤-1          (b)タイプⅠ-Ⅲ種地盤-1 
  
(c)タイプⅡ-Ⅰ種地盤-1          (d)タイプⅡ-Ⅲ種地盤-1 
 
(e)タイプⅡ-Ⅲ種地盤-2          (f)タイプⅡ-Ⅲ種地盤-3 
図 2.2 動的解析に用いるレベル 2地震動の加速度波形 
 
(a) Ⅰ種地盤                (b) Ⅲ種地盤 




















































































































































②軸力変動と 2 軸曲げの影響が考慮可能である 
 解析ソフトと解析手法を表 2.2に示す． 
 
表 2.2 解析ソフトと解析手法 
ソフト名 SeanFEM ver1.2.2  
(株)耐震解析研究所 







反復計算 Newton-Raphson 法 






耐震性能水準は，表 2.3に示す耐震性能 1～耐震性能 4 の 4 種類とする 2-8)，2-9)．耐震性能評価は，構造
部位ごとに限界状態を明確化した上で，安全性や修復性を考慮して部材健全度が定められる．表 2.4に
設計対象構造に許容される損傷度に応じて定めた部材健全度を示す． 
表 2.5に構造全体の耐震性能 1～4 を確保するために，設計対象構造が保有すべき部材健全度の例を示
す．本論文では表 2.5を参照しながら，設計対象構造毎に部材健全度を決定した（3.3 節，4.3 節，5.3
節）． 
表 2.6にひずみ照査法による部材健全度の照査法を示し，図 2.4に一般の鋼構造物の水平荷重－水平
変位曲線の包絡線を基にした部材健全度の 1～4 のイメージを示す． 
 
表 2.3 レベル 2地震動に対する耐震性能水準 











































表 2.4 部材健全度と許容される損傷内容 
設計対象構造の 
限界状態 損傷限界 終局限界 






















表 2.5 構造全体の耐震性能を確保するための設計対象構造の部材健全度の例 
耐震性能 耐震性能 1 耐震性能 2 耐震性能 3 耐震性能 4 
想定地震動 レベル 1 レベル 2 
下部 











ケーブル 部材健全度 1 
制振ダンパー・2 次部材 部材健全度 1 部材健全度 4 
橋脚アンカー部・基礎・ 
落橋防止システム 部材健全度 1 部材健全度 2 
支承（鋼製，ゴム） 部材健全度 1 部材健全度 2 部材健全度 4 
伸縮装置 部材健全度 1 (レベル 2 地震動に対しては照査を行わない) 
 
表 2.6 設計対象構造の健全度照査法の例（下部構造，上部構造，制振ダンパー） 














健全度のイメージ（図 2.4） ① ② ③ ④ 
 
 














波および相補直交成分波を 2 方向入力地震動の 2 成分として用いる手法を採用した． 
 
2.5.1 入力地震動 
図 2.5～2.7に 2 方向入力地震動の 2 成分とする標準波および相補直交成分波を示す．この方法は，固
有周期に関わらず 2 方向弾性応答の大きさが 1 方向入力の場合の応答の大きさと一致するような 2 方向
入力は，図 2.8～2.10に示す加速度軌跡が円運動の性質を持つ，という仮説に基づき導かれるものであ
る 2-11)．相補 2 方向の成分は，各々の直交成分が標準波のスペクトルに適合し，かつ 2 方向入力地震動の
2 方向応答倍率が周期に関わらず一定値 1 である．なお，比較として，2.3 節で述べた入力地震動を用い
た標準波を 1 方向入力した結果および 2 方向に同時に入力した結果（1 方向 45 度入力）も合わせて述べ
る．後者の方法は，√2 倍の大きさに振幅を拡大して 45 度方向に 1 方向に入力した場合と等価であり，
例えば，超高層建築物では当該地震動に直交する方向の水平動の影響等を適切に考慮することとされて
おり 2-12)，1 方向の入力地震動を 1/√2 した波を水平 2 方向に入力した設計事例が示されている 2-13)． 
対象橋梁の各部位に対する IDA 曲線を描き，損傷が生じる振幅倍率の値を評価する． 
 
 
図 2.5 動的解析に用いるレベル 2地震動Ⅱ-Ⅰ-1 の加速度波形（標準波－相補直交成分 2方向入力） 
 
































図 2.7 動的解析に用いるレベル 2地震動Ⅱ-Ⅲ-1 の加速度波形（標準波－相補直交成分 2方向入力） 
 
  
図 2.8 標準波Ⅱ-Ⅰ-1 より作成した加速度軌跡    図 2.9 標準波Ⅱ-Ⅰ-2 より作成した加速度軌跡 
 












































































図 2.11に解析モデル，表 2.7に解析条件を示す．高さ 3303mm，直径 750mm，板厚 16mm とし，径厚
比パラメータ，細長比パラメータ，軸力比より変形能が確保できる断面形状とした．軸力は 1820kN を橋
脚天端に作用させ，2.5.1 節に示す入力地震波 3 波を，標準波 1 方向（1 方向），標準波 2 方向（1 方向 45





図 2.11 解析モデル 
 
















Φ750 16 367.4 3303 0.347 0.071 1820 0.134 
 
次頁以降に解析結果を示す．1 方向と相補 2 方向の最大ひずみは，入力地震波 3 波とも橋脚基部が塑性
化する振幅倍率 1.0 までは等しい値を示す．塑性化が進行すると，圧縮側では相補 2 方向は 1 方向より大
きなひずみ値を示す．引張側では反対に相補 2 方向のほうがやや小さいひずみ値を示す．塑性化が進行
し発生する残留ひずみの分布が異なる影響が考えられる．1 方向 45 度の最大ひずみは，振幅が√2 倍の
大きさであることから，1 方向および相補 2 方向の√2 倍程度の値を示す．ここで地震波Ⅱ-Ⅰ-2 のみ他
の 2 波と異なり，塑性化が進行してもひずみが増加する割合が小さくなる． 

















図 2.12 最大ひずみ分布（1方向，Ⅱ-Ⅰ-1） 図 2.13 最大ひずみ分布（1方向 45 度，Ⅱ-Ⅰ-1） 
 
 
図 2.14 最大ひずみ分布（相補 2方向，Ⅱ-Ⅰ-1）  図 2.15 最大ひずみの IDA 曲線（Ⅱ-Ⅰ-1） 
 
 
























































































































図 2.17 最大ひずみ分布（1方向，Ⅱ-Ⅰ-2）図 2.18 最大ひずみ分布（1方向 45 度，Ⅱ-Ⅰ-2） 
 
  
図 2.19 最大ひずみ分布（相補 2方向，Ⅱ-Ⅰ-2）図 2.20 最大ひずみの IDA 曲線（Ⅱ-Ⅰ-2） 
 
 

























































































































図 2.22 最大ひずみ分布（1方向，Ⅱ-Ⅲ-1）図 2.23 最大ひずみ分布（1方向 45 度，Ⅱ-Ⅲ-1） 
 
 
図 2.24 最大ひずみ分布（相補 2方向，Ⅱ-Ⅲ-1）   図 2.25 最大ひずみの IDA 曲線（Ⅱ-Ⅲ-1）  
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第 3 章 鋼斜張橋への適用 
 
3.1 概説 
 第 2 章では漸増動的解析（IDA）の概要を示し，解析手法や耐震性能の照査方法などについて述べた．
本章では，仮想的な鋼斜張橋に対して提案手法を適用し，耐震性能評価の具体例を示す．3.2 節では対象
橋梁とした鋼 3 径間連続斜張橋のモデル化について述べる．3.3 節では，構造部位ごとに限界状態を明確
化した上で，安全性や修復性を考慮して部材健全度を決定した耐震性能評価について述べる．3.4 節は部
材のモデル化について述べる．3.5 節は対象橋梁の固有値解析の結果を示し，主要な固有周期と振動モー
ドを示す．3.6 節から 3.8 節は，対象橋梁の各部材に対して，橋軸方向，橋軸直角方向，2 方向に地震波を
入力する地震応答解析に IDA を適用し，損傷が生じるような入力振幅倍率を評価し，損傷順序ダイアグラ









表 3.1 対象橋梁 
橋長 橋長：1000m（支間割：250+500+250m） 
上部構造 2 主塔 3 径間鋼斜張橋（多室箱桁） 
ケーブル マルチファン 2 面吊り・15 段 2 面・最大径 161mm（φ










(b) 死荷重時解析モデル（変形倍率 10 倍） 
 
(c) 死荷重時ひずみ分布（変形倍率 10 倍） 





定められる 3-1)．橋軸方向および橋軸直角方向の設計対象部位と設定した部材健全度を表 3.2 に示す．主
塔・主桁は，基本的に弾性域に留める事を前提としつつ軽微な損傷を許容する，部材健全度 2 とした．ケ
ーブルダンパー・ペンデル支承は部材耐力が小さく，別途フェールセーフ対策を講じることを前提とし，
終局限界である部材健全度 4 とした． 
 
表 3.2 設計対象部位と部材健全度 












(εmax/εy≦2.0) － － － － 
ケーブル 
7φ-337 
無損傷 1 (Nmax/Ny≦1.0) kN
15081 15081 
降伏張力 
7φ-313 14007 14007 
7φ-283 12667 12667 
7φ-253 11326 11326 
7φ-223 9978 9978 
























無損傷 1 (Nmax/Ny≦1.0) kN
－ 38000 降伏水平耐
力の最小値P2,P3 － － 








 解析モデルは，主塔，上部構造の軸力変動および 2 軸曲げの影響を考慮するとともに，材料非線形を精
度良く評価するため，表 3.3，表 3.4，図 3.3 に示すファイバーモデルを基本とした 3 次元骨組モデルを










P1，P4 橋脚に左右 2 箇所ずつ設置されているペンデル支承，および主塔部（P2，P3）で主桁と連結す
るケーブルダンパーは，トラス要素でモデル化を行った．ペンデル支承は，応答解析時には幾何学的非線
形性により振り子上のリンク挙動を示す． 
基礎－地盤系は S-R バネでモデル化する．道示式で算出した動的バネを表 3.5に示す． 
表 3.3 部材のモデル化 
 
表 3.4 解析モデル 
節点数，要素数 節点数 1874,要素数 2019 
ファイバー要素数 断面数 1635,要素数（セル）117968 




















































図 3.4 ファイバー断面 
     




 本橋の固有値解析結果を表 3.6に示す．選択したモードと部材別剛性比例減衰の定数 β を表 3.7に示
す．橋軸方向および橋軸直角方向の主要モード図を図 3.6に示す．図 3.7に入力地震波（振幅倍率 1.0）
の 5％減衰の絶対加速度応答スペクトルと各方向の卓越振動モードの固有周期を合わせて示す． 
 
表 3.6 固有値解析結果 
 
表 3.7 部材別剛性比例減衰の設定 
 
 
(a)橋軸 Tx=4.04s           (b)橋軸直角 Ty=2.92s 




1 0.1898 5.2676 0 0 -19 0% 0% 0% 1.2%
2 0.2472 4.0447 132 0 0 16% 0% 0% 1.1% X_PP 補剛桁，塔[橋軸(逆対称)]
3 0.2929 3.4143 154 0 0 21% 0% 0% 0.6%
4 0.3425 2.9201 0 113 0 0% 11% 0% 1.2% Y_PP 補剛桁，塔[橋軸直角(対称)]
5 0.3543 2.8221 0 0 0 0% 0% 0% 1.2%
6 0.3545 2.8209 0 1 0 0% 0% 0% 1.2%
7 0.3547 2.8194 1 0 0 0% 0% 0% 1.2%
8 0.3547 2.8193 1 0 0 0% 0% 0% 1.2%
9 0.3893 2.5689 0 0 0 0% 0% 0% 1.2%










TX TY TZ Z
n h0 f0 β
① 補剛桁，塔 X_PP 2 0.011 0.2472 0.0145
② － － － － － －
③ － － － － － －
① 補剛桁，塔 Y_PP 4 0.012 0.3425 0.0115
② － － － － － －
③ － － － － － －













(a)橋軸 Tx=4.04s           (b)橋軸直角 Ty=2.92s 

























































 2.92 s (4)[575gal]  2.9201 s (4)[494gal]
34 
 
3.6 IDA 曲線（橋軸方向入力） 
 
 3.6 節では，2.4.1 節で述べた入力地震動の組を用いて，橋軸方向入力時の IDA 解析を実施する．対象橋







表 3.8 設計対象部位と部材損傷振幅倍率（橋軸方向） 
設計対象構造 単位 許容値 損傷振幅倍率（SF） 
タイプⅠ タイプⅡ 
ケーブル 





ペンデル支承 P1,P4 kN 38840 SF=1.75 (43025) － 
 
表 3.9 動的解析時の損傷モデル 















3.6.2 主塔ひずみの IDA 曲線 
(1)タイプⅠ地震動 
タイプⅠ地震動での P2 主塔部の最大ひずみ分布を図 3.8 に示す．縦軸に主塔高さ，横軸に応答ひずみ
を示し，振幅倍率が 0.25 から 2.0 までの結果を示す．負側が圧縮，正側が引張であり，圧縮側と引張側の
降伏限界（SM570 材：2250μ，SM490Y 材：1775μ）も示す．圧縮側は振幅倍率 1.5 で降伏限界 1.0εy（2250μ，
SM570 材）を超過し塑性化が進行する．振幅倍率 1.75 以上にて圧縮側で許容ひずみ 2.0εy を超過し，健全
度 2 を満足しない結果となる．引張側は振幅倍率 1.75 で降伏限界 1.0εy を超過し，許容ひずみ 2.0εy は超
過しない． 
最大ひずみの IDA 曲線を図 3.9に示す．縦軸に振幅倍率，横軸に応答ひずみを示す．応答ひずみは降伏





(a)L 側柱                   (b)R 側柱 
図 3.8 主塔の最大ひずみ分布（タイプⅠ） 
 
    
















































































タイプⅡ地震動では，図 3.11 に示すようにグラフ降伏限界 1.0εy は超過せず部材の塑性化は生じない．
L 側柱・R 側柱は同一のため，L 側柱を代表して示す．最大ひずみの IDA 曲線を図 3.12に示す．L 側柱と
R 側柱の応答ひずみは同じ挙動を示す． 
主塔（L 柱）の最大ひずみ IDA 曲線について，タイプⅠ地震動とタイプⅡ地震動を表示した結果を図
3.13に示す．主塔における振幅倍率 2.0 の時の最大ひずみ時コンター図を図 3.14に示す． 
 
 
図 3.11 主塔の最大ひずみ分布（タイプⅡ）  図 3.12 主塔の最大ひずみの IDA 曲線（タイプⅡ） 
 
     









































































3.6.3 主桁ひずみの IDA 曲線 
(1)タイプⅠ地震動 
 タイプⅠ地震動での主桁の最大ひずみ分布を図 3.15 に示す．縦軸にひずみ，横軸に主桁長さを示し，
振幅倍率が 0.25～2.0 までの結果を示す．負側が圧縮，正側が引張であり，圧縮側と引張側の降伏限界
（SM490Y 材：1775μ，SM400 材：1175μ）も示す．圧縮側は振幅倍率 1.0 で降伏限界（1175μ，SM400 材）
を超過し，振幅倍率 1.5 以上にて許容ひずみ 2.0εy を超過し健全度 2 を満足しない結果となる．引張側は
振幅倍率 1.25 で降伏限界（1175μ，SM400 材）を超過し，振幅倍率 1.75 以上にて許容ひずみ 2.0εy を超過
し健全度 2 を満足しない結果となる．各振幅倍率の最大ひずみ分布を図 3.16に示す． 
 
 
図 3.15 主桁の最大ひずみ分布（タイプⅠ） 
 
 
(a) 圧縮側降伏限界（振幅倍率 1.0）      (b) 圧縮側許容限界（振幅倍率 1.5） 
 
(c) 引張側降伏限界（振幅倍率 1.25）      (d) 引張側許容限界（振幅倍率 1.75） 































































































は振幅倍率 1.75 で降伏限界（1175μ，SM400 材）を超過するが，許容ひずみ 2.0εy は超過しない．また引
張側は降伏限界を超過しない．各振幅倍率の最大ひずみ分布を図 3.18に示す． 







図 3.17 主桁の最大ひずみ分布（タイプⅡ） 
 
    図 3.18 圧縮側降伏限界状態時の主桁の最大ひずみ分布 
  

































































3.6.4 ケーブルの IDA 曲線 
ケーブルの張力分布について，タイプⅠ地震動を図 3.21，タイプⅡ地震動を図 3.22 に示す．縦軸に張






Ⅰでは振幅倍率 1.0，タイプⅡ振幅倍率 1.75 で張力抜けが発生する． 
ケーブルの最大張力の IDA 曲線を図 3.23 に示す．縦軸に振幅倍率，横軸にケーブル最大張力を示す．
ケーブル最大張力は降伏張力との比 N/Ny で表示する． タイプⅠ，タイプⅡともに左側ケーブルと右側ケ





めた IDA 曲線を図 3.22に示す．ケーブル最大張力時の変形図を図 3.26に示す（変形倍率 5 倍）． 
 
 
図 3.21 ケーブルの張力分布（タイプⅠ） 
 























































































































































































































































































































































(a)タイプⅠ地震動                 (b)タイプⅡ地震動 




図 3.24 主塔部のケーブルダンパーの損傷前後のケーブルの張力分布（タイプⅠ） 
 
 

























































































































































































































































































































































































3.6.5 ペンデル支承の IDA 曲線 
ペンデル支承の IDA 曲線を図 3.27に示す．3.6.1 節で述べた通り，タイプⅠ地震動では振幅倍率 1.75 に
おいて破断荷重を上回ったため，振幅倍率 1.75 以上はペンデル支承をモデルから削除した解析を行った．
ここで破断時のひずみを 5%としている．振幅倍率 1.75の時の P1・P4橋脚上のペンデル支承反力を図3.28，
3.29に示す．P1，P4 橋脚とも，破断荷重（38840kN）を超過している（P1：40380kN，P4：43030kN）．タ
イプⅡ地震動では破断荷重以下であった． 







図 3.27 ペンデル支承の IDA 曲線 
 
図 3.28 P1 橋脚ペンデル支承反力（タイプⅠ，振幅倍率 1.75） 
 



























































(a) 振幅倍率 0.5 
 
(b) 振幅倍率 1.5 



































3.6.6 ケーブルダンパーの IDA 曲線 
主塔部のケーブルダンパーは，3.6.1 節で述べた通り，タイプⅠ地震動では振幅倍率 0.5，およびタイプ
Ⅱ地震時では振幅倍率 0.75 において破断荷重を上回ったため，各振幅倍率 0.5 および 0.75 以上はケーブ
ルダンパーをモデルから削除した解析を行った．ケーブルダンパーの IDA 曲線を図 3.31 に示す． P2 橋





(a)タイプⅠ地震動             (b)タイプⅡ地震動 
図 3.31 ケーブルダンパーの IDA 曲線 
 
図 3.32 ケーブルダンパー反力（タイプⅠ，振幅倍率 0.5） 
 







































































3.6.7 隣接桁との衝突に関する IDA 曲線 
 隣接桁との衝突は，隣接桁と本橋の変位で評価する．P1・P4 橋脚のタイプⅠ地震時の桁変位を図 3.35
に示す．この図より振幅倍率 0.75 で桁の衝突が発生したと判断できる．横軸を桁移動量，縦軸に振幅倍率
とした IDA 曲線を図 3.34に示す．タイプⅡ地震時の桁衝突は，振幅倍率 1.0 で発生している． 
 
 




























































































































































































































































[P4] P4本橋 P4隣接橋P4本橋max=4.685m P4本橋min=-5.545m
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3.6.8 変位に関する IDA 曲線 
主桁支間中央と，主塔頂部（P2，P3）の橋軸方向の応答変位時刻歴波形を図 3.38，図 3.39に示す．
最大応答変位の IDA 曲線を図 3.36に示す． 
主桁支間中央と，端支点部（P1，P4）の鉛直方向の応答変位時刻歴波形を図 3.40，図 3.41に示す．
最大応答変位の IDA 曲線を図 3.37に示す． 
 
 
図 3.36 変位に関する IDA 曲線（橋軸方向） 
 
















































図 3.38 橋軸方向応答変位時刻歴波形（主桁支間中央，タイプⅠ） 
  


















































































































































































P2主塔頂部 X P3主塔頂部 X
P2主塔頂部 Xmax=0.476m P3主塔頂部 Xmax=0.557m


















P2主塔頂部 X P3主塔頂部 X
P2主塔頂部 Xmax=0.853m P3主塔頂部 Xmax=0.886m


















P2主塔頂部 X P3主塔頂部 X
P2主塔頂部 Xmax=1.385m P3主塔頂部 Xmax=1.316m


















P2主塔頂部 X P3主塔頂部 X
P2主塔頂部 Xmax=2.630m P3主塔頂部 Xmax=3.100m




















P2主塔頂部 X P3主塔頂部 X
P2主塔頂部 Xmax=3.288m P3主塔頂部 Xmax=4.081m




















P2主塔頂部 X P3主塔頂部 X
P2主塔頂部 Xmax=3.927m P3主塔頂部 Xmax=4.065m




















P2主塔頂部 X P3主塔頂部 X
P2主塔頂部 Xmax=6.348m P3主塔頂部 Xmax=6.316m




















P2主塔頂部 X P3主塔頂部 X
P2主塔頂部 Xmax=5.656m P3主塔頂部 Xmax=6.493m




図 3.40 鉛直方向応答変位時刻歴波形（主桁支間中央，タイプⅠ） 
 
















































































































































































P1本橋 Z P4本橋 Z
P1本橋 Zmax=0.001m P4本橋 Zmax=0.002m


















P1本橋 Z P4本橋 Z
P1本橋 Zmax=0.002m P4本橋 Zmax=0.003m


















P1本橋 Z P4本橋 Z
P1本橋 Zmax=0.003m P4本橋 Zmax=0.003m


















P1本橋 Z P4本橋 Z
P1本橋 Zmax=0.003m P4本橋 Zmax=0.005m


















P1本橋 Z P4本橋 Z
P1本橋 Zmax=0.004m P4本橋 Zmax=0.005m


















P1本橋 Z P4本橋 Z
P1本橋 Zmax=0.004m P4本橋 Zmax=0.006m


















P1本橋 Z P4本橋 Z
P1本橋 Zmax=5.461m P4本橋 Zmax=6.235m


















P1本橋 Z P4本橋 Z
P1本橋 Zmax=4.950m P4本橋 Zmax=6.596m
P1本橋 Zmin=-0.026m P4本橋 Zmin=-0.018m
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3.6.9 加速度に関する IDA 曲線 
地震時に長大橋を走行する車両の走行安定性への影響を調べるため，主桁の鉛直方向の最大加速度の
時刻歴応答を確認した．最大加速度分布について，タイプⅠ地震動を図 3.42，タイプⅡ地震動を図 3.43
に示す．桁端部の時刻歴波形を図 3.44に示す．最大加速度の IDA 曲線を図 3.45に示す．振幅倍率 1.0























































































図 3.43 鉛直方向最大加速度分布（タイプⅡ） 
 
 
図 3.44 鉛直方向加速度時刻歴波形（タイプⅡ，振幅倍率 2.0，桁端部） 
 
   
















































































表 3.10(a) 鉛直方向最大加速度分布 























































































































































































































表 3.10(b) 鉛直方向最大加速度分布 







































































































































各部位の IDA 曲線より限界状態を超過する振幅倍率を確認し作成した損傷順序ダイアグラムを図 3.46
に示す．タイプⅠ地震動の損傷順序は，振幅倍率 0.5 でケーブルダンパーが損傷し，振幅倍率 0.75 で隣
接橋との衝突，1.0 で主桁が降伏する．その後，振幅倍率 1.5 で主桁，1.75 で主塔の限界値を超過する．
ペンデル支承も振幅倍率 1.75 で破断する．タイプⅡ地震動の損傷順序は，振幅倍率 0.75 でケーブルダン








図 3.46 損傷順序ダイアグラム（橋軸方向） 
 
 























3.7 IDA 曲線（橋軸直角方向入力） 
 
 3.7 節では，2.3.1 節で述べた入力地震動の組を用いて，橋軸直角方向入力時の IDA 解析を実施する．対













ウィンド支承 P1,P4 kN 38000 SF=1.25 SF=1.25 
 
表 3.12 動的解析時の損傷モデル 
振幅倍率(SF) タイプⅠ タイプⅡ 
0.25 

















3.7.2 主塔ひずみの IDA 曲線 
(1)タイプⅠ地震動 
タイプⅠ地震動での P2 主塔部の最大ひずみ分布を図 3.47に示す．縦軸に主塔高さ，横軸に応答ひずみ
を示し，振幅倍率が 0.25 から 2.0 までの結果を示す．負側が圧縮，正側が引張であり，圧縮側と引張側の
降伏限界（SM570 材：2250μ，SM490Y 材：1775μ）も示す．圧縮側は振幅倍率 1.0（L 側柱）および 1.25
（R 側柱）で降伏限界 1.0εy（2250μ，SM570 材）を超過し塑性化が進行する．振幅倍率 1.75（R 側柱）お
よび 2.0（L 側柱）にて圧縮側で許容ひずみ 2.0εy を超過し，健全度 2 を満足しない結果となる．引張側は
振幅倍率 1.75（L 側柱）および 2.0（R 側柱）で降伏限界 1.0εy を超過し，許容ひずみ 2.0εy は超過しない． 
最大ひずみの IDA 曲線を図 3.48に示す．縦軸に振幅倍率，横軸に応答ひずみを示す．応答ひずみは降






(a)L 側柱                   (b)R 側柱 
図 3.47 主塔の最大ひずみ分布（タイプⅠ） 
        

















































































タイプⅡ地震動では，図 3.50 に示すように主塔の縁ひずみは降伏限界 1.0εy を超過し部材の塑性化が
生じるが，許容ひずみ 2.0εy は超過しない．最大ひずみの IDA 曲線を図 3.51 に示す．圧縮側は振幅倍率
0.75（L 側柱）および 1.5（R 側柱）で降伏限界 1.0εy（2250μ，SM570 材）を超過し塑性化が進行する．引
張側は R 側柱のみで振幅倍率 1.0（R 側柱）で降伏限界 1.0εy を超過する．振幅倍率 1.25 においてひずみ
値が減少しているが，端支点部のウィンド支承の損傷を表現するため削除して解析を行った影響が考えら




(a)L 側柱                  (b)R 側柱 
図 3.50 主塔の最大ひずみ分布（タイプⅡ） 
 
 






































































































3.7.3 主桁ひずみの IDA 曲線 
 タイプⅠ地震動での主桁の最大ひずみ分布を図 3.53 に示す．縦軸にひずみ，横軸に主桁長さを示し，
振幅倍率が 0.25～2.0 までの結果を示す．負側が圧縮，正側が引張であり，圧縮側と引張側の降伏限界
（SM490Y 材：1775μ，SM400 材：1175μ）も示す．圧縮側，引張側ともに，主桁支間中央部において振幅
倍率 1.0 で降伏限界（1175μ，SM400 材）を超過し，振幅倍率 1.25 以上にて許容ひずみ 2.0εy を超過し健
全度 2 を満足しない結果となる． 
タイプⅡ地震動での主桁の最大ひずみ分布を図 3.54に示す．圧縮側，引張側ともに振幅倍率 1.0 で降伏
限界（1175μ，SM400 材）を超過し，引張側は振幅倍率 1.25，圧縮側は振幅倍率 1.5 以上にて許容ひずみ
2.0εy を超過し健全度 2 を満足しない結果となる．主桁の最大ひずみの IDA 曲線を図 3.55に示す．振幅倍
率 2.0 の最大ひずみ時のコンター図を図 3.56に示す． 
 
 
図 3.53 主桁の最大ひずみ分布（タイプⅠ）   図 3.54 主桁の最大ひずみ分布（タイプⅡ） 
   
 















SF=2.0max SF=1.75max SF=1.5max SF=1.25max
SF=1.0max SF=0.75max SF=0.5max SF=0.25max
SF=2.0min SF=1.75min SF=1.5min SF=1.25min















SF=2.0max SF=1.75max SF=1.5max SF=1.25max
SF=1.0max SF=0.75max SF=0.5max SF=0.25max
SF=2.0min SF=1.75min SF=1.5min SF=1.25min

























3.7.4 ケーブルの IDA 曲線 
ケーブルの張力分布について，タイプⅠ地震動を図 3.57，タイプⅡ地震動を図 3.58 に示す．縦軸に張




側は振幅倍率 1.25 で張力抜けが発生した．タイプⅡではケーブルの降伏張力に達しておらず，健全度 1を
満足した．圧縮側は振幅倍率 2.0 で張力抜けが発生した． 
ケーブルの最大張力の IDA 曲線を図 3.59 に示す．縦軸に振幅倍率，横軸にケーブル最大張力を示す．






Ⅱをまとめた IDA 曲線を図 3.61に示す． 
 
 
図 3.57 ケーブルの張力分布（タイプⅠ） 
 
























































































































































































































































































































































(a)タイプⅠ地震動             (b)タイプⅡ地震動 





図 3.60 端支点のウィンド支承の損傷前後のケーブルの張力分布 
 
























































































































































































































































































































































































3.7.5 ペンデル支承の IDA 曲線 
ペンデル支承の IDA 曲線を図 3.62 に示す．ペンデル支承の反力は，図 3.63，図 3.64 に示すように振
幅倍率 2.0 においても破断荷重は下回り，ペンデル支承は損傷しないことがわかった．降伏限界に対して
は，タイプⅠでは振幅倍率 1.5，タイプⅡでは振幅倍率 2.0 において超過する． 
 
 
図 3.62 ペンデル支承の IDA 曲線 
 
 
図 3.63 右側ペンデル支承反力（タイプⅠ，振幅倍率 2.0） 
 
 
































































3.7.6 ケーブルダンパーの IDA 曲線 
主塔部のケーブルダンパーの IDA 曲線を図 3.65に示す．ケーブルダンパーの反力は，図 3.66，3.67に
示すように振幅倍率 2.0 においても破断荷重は下回り，ケーブルダンパーは損傷しないことがわかった． 
 
 
図 3.65 主塔部ケーブルダンパーの IDA 曲線 
 
 
図 3.66 P3 ケーブルダンパー反力（タイプⅠ，振幅倍率 2.0） 
 
 






















































3.7.7 変位に関する IDA 曲線 
橋軸直角方向の最大応答変位について，図 3.68(a)に主桁支間中央と主塔頂部（P2，P3）における 
IDA 曲線を示し，図 3.68(b)に端支点部（P1，P4）における IDA 曲線を示す． 
主桁支間中央と，端支点部（P1，P4）の鉛直方向の最大応答変位に関する IDA 曲線を図 3.69に示
す．主塔頂部（P2，P3）の橋軸方向の最大応答変位に関する IDA 曲線を図 3.70に示す． 
 
 
(a)主桁支間中央，主塔頂部            (b)端支点部 
図 3.68 変位に関する IDA 曲線（橋軸直角方向） 
 
 






















































































3.7.8 加速度に関する IDA 曲線 
地震時に長大橋を走行する車両の走行安定性への影響を調べるため，主桁の鉛直方向の最大加速度の時
刻歴応答を確認した．最大加速度分布について，タイプⅠ地震動を図 3.71，タイプⅡ地震動を図 3.72 に
示す．最大加速度の IDA 曲線を図 3.73 に示す．振幅倍率 1.0 においてタイプⅠ地震動では最大加速度 7～
10m／s2 程度，タイプⅡ地震動では 4～5 m／s2 程度であり，振幅倍率 2.0 において，タイプⅠ地震動では





図 3.71 鉛直方向最大加速度分布（タイプⅠ） 
 
 







































































   
図 3.73 鉛直方向最大加速度の IDA 曲線 
 
 
図 3.74 鉛直方向加速度時刻歴波形（タイプⅠ，振幅倍率 2.0，支間中央部） 
 
 





























































表 3.13(a) 鉛直方向最大加速度分布 


































































































































































































































表 3.13(b) 鉛直方向最大加速度分布 









































































































































各部位の IDA 曲線より限界状態を超過する振幅倍率を確認し作成した損傷順序ダイアグラムを図 3.76
に示す．タイプⅠ地震動の損傷順序は，振幅倍率 1.0 で主桁，主塔が降伏し，振幅倍率 1.25 で端橋脚の
支承が破断し，主桁が限界値を超過する．振幅倍率 1.5 でペンデル支承が降伏し，振幅倍率 1.75 で主
塔，ケーブルが限界値を超過する．タイプⅡ地震動の損傷順序は，振幅倍率 0.75 で主塔，振幅倍率 1.0
で主桁が降伏する．振幅倍率 1.25 で端橋脚の支承が破断し，主桁が限界値を超過する．その後，振幅倍
率 2.0 でペンデル支承が降伏するが，他の損傷は発生しない． 
 
 
図 3.76 損傷順序ダイアグラム（橋軸直角方向） 
 
  























3.8 IDA 曲線（標準波－相補直交成分 2 方向入力） 
 
 3.6 節，3.7 節で述べた 1 方向入力のみによる耐震性能照査では，レベル 2 地震時の弾塑性挙動や幾何学
的非線形性を含めた複合非線形性と合わせて考えた場合，3 次元性を持つ実際の地震動に対する応答が適
切に評価されない可能性がある．したがって，3.8 節では，橋軸方向，橋軸直角方向 2 方向入力時の IDA
解析を実施する．2.3.1 節で述べたタイプⅡの入力地震動（標準波）のスペクトルに適合し，2 方向入力と
しての特性が明確な波形を用いることが望ましいと考えられることから，標準波にヒルベルト変換を適用
した相補直交成分波を算出し，図 3.77 に示す標準波および相補直交成分波を 2 方向入力地震動の 2 成分
として用いる（相補 2 方向波）．この方法は，固有周期に関わらず 2 方向弾性応答の大きさが 1 方向入力
の場合の応答の大きさと一致するような 2 方向入力は，図3.78に示す加速度軌跡が円運動の性質を持つ，
という仮説に基づき導かれるものである 3-2)．なお，比較として，2.3.1 節で述べた入力地震動を用いた標
準波を 2 方向入力した結果（1 方向 45 度波）も合わせて述べる． 
対象橋梁の各部位に対する IDA 曲線を描き，損傷が生じる振幅倍率の値を評価する． 
 
 
図 3.77 動的解析に用いるレベル 2地震動Ⅱ-Ⅲ-1 の加速度波形（標準波－相補直交成分 2方向入力） 
 





































3.8.1 標準波－相補直交成分 2 方向入力時の損傷予測 
ケーブルダンパー，ペンデル支承およびウィンド支承は，破断することが判明している振幅倍率および
それを超える振幅倍率の場合の動的解析では，最初からその部材をモデルから削除した解析を行った．表
3.14 に損傷振幅倍率を示し，動的解析時の損傷モデルを表 3.15 に示す．表 3.15 には 3.6 節，3.7 節で述
べた橋軸方向，橋軸直角方向の損傷モデルも示す． 
 






45 度波 相補 2 方向波 
ケーブル 















表 3.15 動的解析時の損傷モデル（タイプⅡ） 
振幅倍率

































3.8.2 主塔ひずみの IDA 曲線 
P2 主塔部の最大ひずみ分布について， 相補 2 方向波の入力時を図 3.79 に，1 方向 45 度波を入力時の
結果を図 3.80に示す．各振幅倍率の最大ひずみ分布を表 3.16に示す．両者において，圧縮側は振幅倍率
0.75 で降伏限界 1.0εy（2250μ，SM570 材）を超過し塑性化が進行する．振幅倍率 2.0 にて圧縮側で許容ひ
ずみ 2.0εy を超過し，健全度 2 を満足しない結果となる．引張側は振幅倍率 1.75 で降伏限界 1.0εy を超過
するが，許容ひずみ 2.0εy は超過しない． 
最大ひずみの IDA 曲線を図 3.81，図 3.82に示す．ひずみ値が減少する振幅倍率があるが，端橋脚支承
の損傷と一致していることから，その影響により主塔部の水平力が減少したと考えられる．相補 2 方向波




(a)L 側柱                   (b)R 側柱 
図 3.79 主塔の最大ひずみ分布（相補 2方向波，タイプⅡ） 
 
 
(a)L 側柱                   (b)R 側柱 





















































































































(a) 相補 2方向波              (b) 1 方向 45 度波 
図 3.81 主塔の最大ひずみの IDA 曲線 
 
 
(a)L 側柱                 (b)R 側柱 
図 3.82 主塔の最大ひずみの IDA 曲線 
       
(a) 相補 2方向波         (b) 1 方向 45 度波              




















































































表 3.16(a) 主塔の最大ひずみ分布 































L min=-0.38εy L max=0.15εy



















L min=-0.52εy L max=0.12εy



















L min=-0.57εy L max=0.17εy



















L min=-0.57εy L max=0.19εy



















L min=-0.56εy L max=0.33εy



















L min=-0.79εy L max=0.31εy



















L min=-0.88εy L max=0.42εy



















L min=-0.87εy L max=0.42εy



















L min=-0.51εy L max=0.16εy



















L min=-1.06εy L max=0.45εy



















L min=-1.20εy L max=0.50εy



















L min=-0.97εy L max=0.60εy



















L min=-0.57εy L max=0.26εy



















L min=-1.78εy L max=0.57εy



















L min=-1.01εy L max=0.66εy



















L min=-1.26εy L max=0.83εy




表 3.16(b) 主塔の最大ひずみ分布 































L min=-0.64εy L max=0.39εy



















L min=-0.95εy L max=0.70εy



















L min=-1.18εy L max=0.72εy



















L min=-1.07εy L max=0.76εy



















L min=-0.69εy L max=0.42εy



















L min=-1.11εy L max=0.72εy



















L min=-1.43εy L max=0.86εy



















L min=-1.29εy L max=0.93εy



















L min=-0.74εy L max=0.48εy



















L min=-1.39εy L max=0.73εy



















L min=-1.82εy L max=1.00εy



















L min=-1.56εy L max=1.13εy



















L min=-0.79εy L max=0.55εy



















L min=-1.85εy L max=0.93εy



















L min=-2.26εy L max=1.13εy



















L min=-1.84εy L max=1.40εy




3.8.3 主桁ひずみの IDA 曲線 
 主桁部の最大ひずみ分布について，図 3.84 に相補 2 方向波の入力時，図 3.85 に 1 方向 45 度波を入力時
の結果を示す．各振幅倍率の最大ひずみ分布を表 3.17 に示す．引張側では，主桁支間中央部において振幅
倍率 1.0 で降伏限界（1175μ，SM400 材）を超過し，振幅倍率 1.25 以上にて許容ひずみ 2.0εy を超過し健
全度 2 を満足しない結果となる．圧縮側では損傷する振幅倍率は引張側と同様であり，損傷部位が主塔部
または側径間中央部となる．  
図 3.86 に最大ひずみの IDA 曲線を示す．1 方向 45 度波と比較して，相補 2 方向波はひずみが小さいこ
とがわかった．図 3.87 に 1 方向入力時（橋軸方向，橋軸直角方向）の結果を合わせて示すが，橋軸直角方




図 3.84 主桁の最大ひずみ分布（相補 2方向波，タイプⅡ） 
 
 





































































図 3.86 主桁の最大ひずみの IDA 曲線 
 
 
図 3.87 主桁の最大ひずみの IDA 曲線 
 
      
(a) 相補 2方向波       (b) 1 方向 45 度波 



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































3.8.4 ケーブルの IDA 曲線 
 ケーブルの張力分布について，図 3.89 に相補 2 方向波の入力時，図 3.90 に 1 方向 45 度波を入力時の
結果を示す．両者において引張側ではケーブルの降伏張力に達せず，健全度１を満足する結果であった．
圧縮側の張力抜けは，相補 2 方向波において振幅倍率 1.5，1 方向 45 度波では振幅倍率 1.25 で発生した． 
ケーブルの最大張力の IDA 曲線を 3.91 に示す．相補 2 方向波と 1 方向 45 度波では，張力分布に大き





(a) L 側 
 
(b) R 側 
図 3.89 ケーブルの張力分布（相補 2方向波，タイプⅡ） 
 































































































































































































































































































































































































































































































































(b) R 側 
図 3.90 ケーブルの張力分布（1方向 45 度波，R側，タイプⅡ） 
 
 
(a)相補 2方向波              (b)1 方向 45 度波 
図 3.91 ケーブルの最大張力分布の IDA 曲線 
 
 
(a)L 側                   (b)R 側 







































































































































































































































































3.8.5 ペンデル支承の IDA 曲線 
ペンデル支承の IDA 曲線を図 3.93 に示す．3.8.1 節で述べた通り，相補 2 方向波の入力時は振幅倍率





図 3.93 ペンデル支承の IDA 曲線 
 
 
3.8.6 ケーブルダンパーの IDA 曲線 

















































3.8.7 隣接桁との衝突に関する IDA 曲線 
 隣接桁との衝突は，隣接桁と本橋桁の変位で評価する．次頁の図 3.96，図 3.97に P1・P4 橋脚の桁変
位を示す．振幅倍率 1.0 で桁の衝突が発生したと判断する．横軸に桁移動量，縦軸に振幅倍率とした
IDA 曲線を図 3.95に示す．相補 2 方向波と 1 方向 45 度波では，桁移動量に大きな差は認められない． 
 
 





























































































































































































































































































































































































































































































































































3.8.8 変位に関する IDA 曲線 
 主桁支間中央と，主塔頂部（P2，P3）最大応答変位の IDA 曲線について，図 3.98に橋軸方向に相補 2
方向波と 1 方向 45 度波の結果を示す．図 3.99については同様に橋軸直角方向の結果を示す．1 方向 45
度波と比較して，相補 2 方向波は応答変位が小さい傾向が確認できる． 
 次頁の図 3.100，図 3.101に橋軸方向成分波（1 方向）と，橋軸直角方向成分波（1 方向）の IDA 曲線
を追記した図を示す．1 方向 45 度波の場合，1 方向成分波を上回る応答変位が発生しているが，相補 2
方向波では，1 方向 45 度波を下回っている． 
 
 
図 3.98 変位に関する IDA 曲線（橋軸方向） 
 
 















































図 3.100 変位に関する IDA 曲線（橋軸方向） 
 
 




















































3.8.9 加速度に関する IDA 曲線 
地震時に長大橋を走行する車両の走行安定性への影響を調べるため，主桁の鉛直方向の最大加速度の時
刻歴応答を確認した．最大加速度分布について，相補 2 方向波を図 3.102，1 方向 45 度波を図 3.103に示
す．最大加速度の IDA 曲線を図 3.104に示す．図 3.105に橋軸方向成分波（1 方向）と，橋軸直角方向成
分波（1 方向）の IDA 曲線を追記した図を示す．振幅倍率 1.0 において相補 2 方向波では最大加速度 7～
8m／s2程度であり，振幅倍率 1.0 の 1 方向 45 度波，および振幅倍率 2.0 において，ペンデル支承が損傷し

























































































図 3.103 鉛直方向最大加速度分布（1方向 45 度波） 
 
  
(a)最大加速度全体             (b)最大加速度拡大 




















































































































(a)最大加速度全体             (b)最大加速度拡大 
図 3.105 鉛直方向最大加速度の IDA 曲線 
 
 
(a) 相補 2方向波 
 
(b) 1 方向 45 度波 


















































































表 3.18(a) 鉛直方向最大加速度分布 


















































































































































































































































表 3.18(b) 鉛直方向最大加速度分布 












































































































































































3.107に示す．相補 2 方向波の損傷順序は，振幅倍率 0.75 でケーブルダンパーが損傷し，主塔が降伏す
る．振幅倍率 1.0 で主桁が降伏し，隣接橋との衝突が発生する．その後，振幅倍率 1.25 で主桁，ペンデ
ル支承，端橋脚支承の限界値を超過する．主塔は振幅倍率 2.0 で限界値を超過する．ケーブルの張力抜け
は 1.5 で発生する． 
1 方向 45 度波の損傷順序は，振幅倍率 0.75 でケーブルダンパーが損傷し，主塔が降伏する．振幅倍率
1.0 で主桁とペンデル支承が降伏し，隣接橋との衝突が発生する．またペンデル支承と端橋脚支承の限界
値を超過する．その後，振幅倍率 1.25 で主桁の限界値，振幅倍率 2.0 で主塔の限界値を超過する．ケー
ブルの張力抜けは 1.25 で発生する． 







図 3.107 損傷順序ダイアグラム（相補 2方向波，1方向 45 度波） 
  
























3.8.10 節の 2 方向加振時の損傷順序ダイアグラムに，3.6.10 節，3.7.9 節の 1 方向加振（橋軸方向，橋軸
直角方向）を追記した損傷順序ダイアグラムを図 3.108に示す． 
相補 2 方向波は，1 方向 45 度波と比較して，1 方向加振に近い結果が得られていることがわかる．ま
た各損傷パターンの IDA 曲線からも相補 2 方向波のほうが，1 方向加振（橋軸方向，橋軸直角方向）の



































3.10 IDA を適用した耐震補強検討 


















図 3.109 IDA による損傷順序ダイアグラム 























写真 3.1 橋軸方向変位制御装置例 
 
 





 第 3 章「鋼斜張橋への適用」では，仮想的な鋼斜張橋に漸増動的解析（IDA）を適用し耐震性能評価
を行った．得られた結論は以下のとおりである． 
 









(3) 従来の耐震性能評価で行われている地震動の 1 方向入力において IDA を適用するだけではなく，2
方向入力時に IDA を適用した．2 方向入力は，標準波を 2 方向入力した 1 方向 45 度波のケースと，













3-1)  土木学会：鋼・合成構造標準示方書，耐震設計編，2008． 
3-2)  五十嵐晃，井上和真，古川愛子，宇野裕惠，松田宏：標準波－相補直交成分波の組合せによる橋









照査と当て板補強による耐震補強照査を考える．4.2 節では対象橋梁とした鋼 3 径間連続中路式アーチ橋
のモデル化について述べる．4.3 節では，構造部位ごとに限界状態を明確化した上で，安全性や修復性を
考慮して部材健全度を決定した耐震性能評価について述べる．4.4 節は部材のモデル化について述べる．





 想定する対象橋梁は，表 4.1，図 4.1に示す橋長 294m，中央径間 200m を有する 3 径間連続中路式鋼ア
ーチ橋である．上部構造はダブルデッキ構造であり，中間橋脚のニューマチックケーソン基礎，端支点の




 対象は，昭和 55 年以前に設計された橋梁を想定しており，現在のような橋梁全体系をモデル化した耐
震性照査はされておらず，設計水平震度も 0.2 程度しか考慮されていない．  
 
表 4.1 対象橋梁 
橋長 橋長：294m（支間割：47+200+47m） 
上部構造  3 径間連続中路式鋼アーチ橋 









図 4.1 対象橋梁一般図 
 
 







定的な損傷を許容する部材健全度 3 を許すものとする． 
端支承（BP 沓），中間支承（ピン支承，ピンローラー支承），ペンデル支承は部材耐力が小さいが，3.6
節または 3.7 節で述べた損傷部材を削除した解析をおこなうと特に中間支承では全体構造が不安定となる






表 4.2 設計対象部位と部材健全度 

























力の最小値中間支承 P2 16261 9613 P3 － 5194 
隣接橋との衝突 P1 － － m 0.250 － 桁遊間 P4 0.322 － 
 
  





 解析モデルは，主塔，上部構造の軸力変動および 2 軸曲げの影響を考慮するとともに，材料非線形を精
度良く評価するため，表 4.3，表 4.4に示すファイバーモデルを基本とした 3 次元骨組モデルを使用した．
ファイバー断面を図 4.3に示す． 
鋼材は 2 次勾配を 1/100 としたバイリニアとし，硬化則は移動硬化則とする．ここで断面パラメータ（RR
など）を満足していない断面に対して，その弾性座屈強度に対応するたけ σy を低減した材料構成則をモ





表 4.3 部材のモデル化 
  
(a)アーチリブ      (b)上弦材    
      図 4.3 アーチリブファイバー断面   
 
表 4.4 解析モデル 
節点数，要素数 節点数 1874,要素数 2019 
ファイバー要素数 要素数（セル）117968 
       
  
































 本橋の固有値解析結果を表 4.5に示す．図 4.5に固有周期と減衰の関係を示し，選択したモードと部
材別剛性比例減衰の定数 β を表 4.6に示す．図 4.6に橋軸方向および橋軸直角方向の卓越振動モードを
示す．図 4.7に入力地震波Ⅱ-Ⅲ-1（タイプⅡ地震動，Ⅲ種地盤，その 1）の 5％減衰の絶対加速度応答
スペクトルと各方向の卓越振動モードの固有周期を合わせて示す．主要モード図を図 4.8に示す． 
 




(a) 橋軸方向                (b) 橋軸直角方向         
図 4.5 固有周期と減衰の関係 
 





1 0.5250 1.9047 0 103 0 0% 36% 0% 2.1% 橋直全体 面外対称1次
2 0.5728 1.7457 61 0 11 13% 0% 0% 1.4% 面内逆対称1次
3 0.7484 1.3361 74 0 47 19% 0% 8% 2.1% 橋軸全体 面内対称1次
4 1.0024 0.9976 57 0 -51 11% 0% 9% 2.1% 面内対称2次
5 1.0402 0.9614 53 -2 6 9% 0% 0% 3.0%
6 1.2300 0.8130 0 2 0 0% 0% 0% 2.0% 面外逆対称
7 1.2593 0.7941 -47 0 -2 7% 0% 0% 5.0%
8 1.2633 0.7916 0 16 0 0% 1% 0% 0.8% 面外対称2次
9 1.3070 0.7651 -28 0 40 3% 0% 5% 1.5% 面内逆対称2次
27 3.1136 0.3212 -52 0 1 9% 0% 0% 9.6% P4 P4橋脚変形










TX TY TZ Z
n h0 f0 β
① 本橋 橋軸全体 3 0.02075 0.74842 0.008825
② 隣接桁 P4 27 0.09636 3.1136 0.009851
③ 隣接桁 P1 28 0.09239 3.1228 0.009417
④ － － － － － －
① 本橋 橋直全体 1 0.02144 0.52503 0.012998
② － － － － － －
③ － － － － － －













(a)面内対称 1次（3次 Tx=1.34s）    (b)面外対称 1次（1次 Ty=1.90s） 
図 4.6 対象橋梁の卓越振動モード 
 
 
(ａ)橋軸 Tx=1.34s           (b)橋軸直角 Ty=1.90s 






























































図 4.8 固有振動モード  
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4.6 IDA 曲線（橋軸方向入力） 
 
 4.6 節では，2.3.1 節で述べた入力地震動の組を用いて，橋軸方向入力時の IDA 解析を実施する．対象橋
梁の各部位に対する IDA 曲線を描き，損傷が生じる振幅倍率の値を評価する． 
 
4.6.1 橋軸方向入力時のモデル 
現況照査の結果，P2 固定支承付近のアーチリブは，振幅倍率 1.0 で-5.99εy（圧縮側），振幅倍率 2.0 で-





図 4.9 アーチリブ当て板補強       写真 4.3 アーチリブ当て板補強例 
 
             
(a)現況         (b)当て板補強後 





4.6.2 アーチリブひずみの IDA 曲線 
 図 4.11 に現況のアーチリブの最大ひずみ分布を示す．縦軸にひずみ，横軸にアーチリブ長さを示し，
振幅倍率が 0.25～2.0 までの結果を示す．負側が圧縮，正側が引張であり，圧縮側と引張側の降伏限界
（SM570 材：2250μ，SM490Y 材：1775μ，SM400 材：1175μ，弾性座屈強度による降伏応力度低減あり）
も示す．図 4.12 に，振幅倍率 2.0 のアーチリブの最大ひずみ時のコンター図を示す．P2 固定支承付近の
アーチリブに大きなひずみが発生している．現況照査において，圧縮側は振幅倍率 0.25 で P2 固定支承付
近において降伏限界を超過し，振幅倍率 1.25 以上にて損傷限界 8.4εy を超過し健全度 3 を満足しない結果
となる．引張側は振幅倍率 1.25 で降伏限界を超過するが，損傷限界は超過しない． 
図 4.13 にアーチリブの当て板補強後のアーチリブの最大ひずみ分布を示す．図 4.14 に，振幅倍率 2.0
のアーチリブの最大ひずみ時のコンター図を示す．補強範囲は現況で最大ひずみが発生した箇所とした．
圧縮側は振幅倍率 0.25 で当て板補強範囲より P1 側の無補強部において降伏限界を超過し，振幅倍率 1.0
で損傷限界 8.4εy を超過し健全度 3 を満足しない結果となる．引張側は振幅倍率 0.75 で降伏限界を超過す






図 4.11 アーチリブの最大ひずみ分布（現況） 
   




































図 4.13  アーチリブの最大ひずみ分布（補強後） 
 
   
図 4.14 アーチリブ最大ひずみ時コンター図（補強後） 
 
 
























































表 4.7(a) アーチリブの最大ひずみ分布 


























絶対値 (圧縮側)max=-0.97αεy 絶対値 (引張側)max=0.32εy














絶対値 (圧縮側)max=-0.98αεy 絶対値 (引張側)max=0.50εy















絶対値 (圧縮側)max=-2.18αεy 絶対値 (引張側)max=0.32εy















絶対値 (圧縮側)max=-3.54αεy 絶対値 (引張側)max=0.87εy



















絶対値 (圧縮側)max=-3.55αεy 絶対値 (引張側)max=0.57εy



















絶対値 (圧縮側)max=-7.54αεy 絶対値 (引張側)max=1.60εy

















絶対値 (圧縮側)max=-5.73αεy 絶対値 (引張側)max=1.33εy

















絶対値 (圧縮側)max=-11.72αεy 絶対値 (引張側)max=2.33εy


















絶対値 (圧縮側)max=-8.46αεy 絶対値 (引張側)max=2.09εy


















絶対値 (圧縮側)max=-14.35αεy 絶対値 (引張側)max=2.29εy
比率 (圧縮側)max=-14.35αεy 比率 (引張側)max=2.29εy
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表 4.7(b) アーチリブの最大ひずみ分布 


























絶対値 (圧縮側)max=-11.18αεy 絶対値 (引張側)max=2.38εy



















絶対値 (圧縮側)max=-16.35αεy 絶対値 (引張側)max=1.99εy





















絶対値 (圧縮側)max=-15.39αεy 絶対値 (引張側)max=3.80εy





















絶対値 (圧縮側)max=-18.68αεy 絶対値 (引張側)max=1.42εy

















絶対値 (圧縮側)max=-20.51αεy 絶対値 (引張側)max=5.44εy

















絶対値 (圧縮側)max=-21.81αεy 絶対値 (引張側)max=2.48εy
比率 (圧縮側)max=-21.81αεy 比率 (引張側)max=3.56εy
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4.6.3 上弦材ひずみの IDA 曲線 
図 4.16 に現況の上弦材の最大ひずみ分布を示す．縦軸にひずみ，横軸に上弦材長さを示す．振幅倍率
が 0.25～2.0 までの結果を示す．負側が圧縮，正側が引張であり，圧縮側と引張側の降伏限界（SM570 材：
2250μ，SM490Y 材：1775μ，SM400 材：1175μ，弾性座屈強度による降伏応力度低減あり）も示す．現況
照査において，圧縮側は振幅倍率 0.5 で支間中央付近において降伏限界を超過するが，損傷限界 8.4εy を
超過しない．引張側は振幅倍率 0.75 で降伏限界を超過し，振幅倍率 1.75 で損傷限界 8.4εy を超過する． 
図 4.17 にアーチリブの当て板補強後の上弦材の最大ひずみ分布を示す．圧縮側は振幅倍率 0.5 で支間
中央付近において降伏限界を超過するが，損傷限界 8.4εy を超過しない．引張側は振幅倍率 0.75 で降伏限





図 4.16 上弦材の最大ひずみ分布（現況） 
 



























































































表 4.8(a) 上弦材の最大ひずみ分布 


























絶対値 (圧縮側)max=-0.21αεy 絶対値 (引張側)max=0.35εy














絶対値 (圧縮側)max=-0.19αεy 絶対値 (引張側)max=0.50εy














絶対値 (圧縮側)max=-1.27αεy 絶対値 (引張側)max=0.51εy














絶対値 (圧縮側)max=-1.26αεy 絶対値 (引張側)max=0.76εy














絶対値 (圧縮側)max=-2.05αεy 絶対値 (引張側)max=1.62εy














絶対値 (圧縮側)max=-1.94αεy 絶対値 (引張側)max=2.22εy















絶対値 (圧縮側)max=-1.64αεy 絶対値 (引張側)max=2.91εy















絶対値 (圧縮側)max=-2.45αεy 絶対値 (引張側)max=3.47εy















絶対値 (圧縮側)max=-1.91αεy 絶対値 (引張側)max=4.33εy















絶対値 (圧縮側)max=-1.53αεy 絶対値 (引張側)max=4.61εy
比率 (圧縮側)max=-2.87αεy 比率 (引張側)max=4.61εy
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表 4.8(b) 上弦材の最大ひずみ分布 
























絶対値 (圧縮側)max=-2.57αεy 絶対値 (引張側)max=6.21εy
















絶対値 (圧縮側)max=-2.14αεy 絶対値 (引張側)max=5.44εy



















絶対値 (圧縮側)max=-3.39αεy 絶対値 (引張側)max=9.08εy



















絶対値 (圧縮側)max=-2.62αεy 絶対値 (引張側)max=6.51εy
















絶対値 (圧縮側)max=-4.11αεy 絶対値 (引張側)max=12.06εy
















絶対値 (圧縮側)max=-6.36αεy 絶対値 (引張側)max=8.26εy
比率 (圧縮側)max=-6.36αεy 比率 (引張側)max=8.26εy
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4.6.4 下弦材ひずみの IDA 曲線 
図 4.19 に現況の下弦材の最大ひずみ分布を示す．縦軸にひずみ，横軸に下弦材長さを示す．負側が圧
縮，正側が引張であり，圧縮側と引張側の降伏限界（SM570 材：2250μ，SM490Y 材：1775μ，SM400 材：
1175μ，弾性座屈強度による降伏応力度低減あり）も示す．現況照査において，圧縮側は振幅倍率 0.25 で
P2 固定支承付近において降伏限界を超過するが，損傷限界 8.4εy は超過しない．引張側は振幅倍率 0.75 で
P2 固定支承付近において降伏限界を超過し，振幅倍率 1.5 で損傷限界 8.4εy を超過する． 
図 4.20 にアーチリブの当て板補強後の下弦材の最大ひずみ分布を示す．圧縮側は振幅倍率 0.25 で P2
固定支承付近において降伏限界を超過し，振幅倍率 1.25 で損傷限界 8.4εy を超過する．引張側は振幅倍率






図 4.19 下弦材の最大ひずみ分布（現況） 
 





































































































表 4.9(a) 下弦材の最大ひずみ分布 


























絶対値 (圧縮側)max=-1.16αεy 絶対値 (引張側)max=0.95εy














絶対値 (圧縮側)max=-1.27αεy 絶対値 (引張側)max=0.56εy














絶対値 (圧縮側)max=-1.74αεy 絶対値 (引張側)max=2.11εy














絶対値 (圧縮側)max=-2.29αεy 絶対値 (引張側)max=2.10εy


















絶対値 (圧縮側)max=-2.24αεy 絶対値 (引張側)max=3.68εy


















絶対値 (圧縮側)max=-4.10αεy 絶対値 (引張側)max=5.24εy

















絶対値 (圧縮側)max=-2.68αεy 絶対値 (引張側)max=5.53εy

















絶対値 (圧縮側)max=-6.63αεy 絶対値 (引張側)max=8.16εy


















絶対値 (圧縮側)max=-3.43αεy 絶対値 (引張側)max=6.98εy


















絶対値 (圧縮側)max=-9.33αεy 絶対値 (引張側)max=9.64εy
比率 (圧縮側)max=-9.33αεy 比率 (引張側)max=9.64εy
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表 4.9(b) 下弦材の最大ひずみ分布 



























絶対値 (圧縮側)max=-5.04αεy 絶対値 (引張側)max=8.85εy



















絶対値 (圧縮側)max=-11.96αεy 絶対値 (引張側)max=10.49εy





















絶対値 (圧縮側)max=-6.63αεy 絶対値 (引張側)max=11.09εy





















絶対値 (圧縮側)max=-15.15αεy 絶対値 (引張側)max=12.06εy






















絶対値 (圧縮側)max=-8.11αεy 絶対値 (引張側)max=13.60εy






















絶対値 (圧縮側)max=-19.19αεy 絶対値 (引張側)max=13.23εy
比率 (圧縮側)max=-19.19αεy 比率 (引張側)max=13.23εy
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4.6.5 支承の IDA 曲線 
P2 固定支承の橋軸方向水平力の IDA 曲線を図 4.22 に示す．アーチリブの当て板補強により P2 固定支
承に作用する橋軸方向水平力は 2 倍程度となることがわかる． 
 
 

























4.6.6 ペンデル支承の IDA 曲線 
ペンデル支承の IDA 曲線を図 4.23 に示す．4.3 節で述べた通りフェールセーフ対策を別途講じること
を想定し，ペンデル支承の部材削除はおこなわずに解析をおこなった．ペンデル支承は部材耐力が小さい
ため，振幅倍率 0.25 でペンデル支承の降伏荷重を上回ることがわかる． ペンデル支承に作用する鉛直方



























4.6.7 隣接桁との衝突に関する IDA 曲線 
 隣接桁との衝突は，隣接桁と本橋桁の変位で評価する．現況照査において P4 橋脚部で振幅倍率 0.75 の
時に桁の衝突が発生する．P1 橋脚では桁の衝突は発生しない．アーチリブの当て板補強後の照査において
も桁の移動量に大きな差はなく，同じ振幅倍率で桁の衝突が発生する．図 4.24 に横軸を桁移動量，縦軸
に振幅倍率とした IDA 曲線を示す．  
 
 

























4.6.8 加速度に関する IDA 曲線 
地震時に長大橋を走行する車両の走行安定性への影響を調べるため，上弦材の鉛直方向の最大加速度
の時刻歴応答を確認した．最大加速度分布について，現況を図 4.25，補強後を図 4.26に示す．最大加速





図 4.25 鉛直方向最大加速度分布（現況） 
  




































































































表 4.10(a) 鉛直方向最大加速度分布（橋軸方向） 











































































































































































































































表 4.10(b) 鉛直方向最大加速度分布（橋軸方向） 

















































































































































各部位の IDA 曲線より限界状態を超過する振幅倍率を確認し作成した損傷順序ダイアグラムを図 4.28
に示す．現況構造における損傷順序は，振幅倍率 0.25 でアーチリブ，下弦材において塑性化する．振幅
倍率 0.5 で上弦材が塑性化する．アーチリブは振幅倍率 1.25 で損傷限界（8.4εy）を超過し，振幅倍率 1.5







図 4.28 損傷順序ダイアグラム（橋軸方向） 
 
  

















4.7 IDA 曲線（橋軸直角方向入力） 
 
 4.7 節では，2.3.1 節で述べた入力地震動の組を用いて，橋軸直角方向入力時の IDA 解析を実施する．対
象橋梁の各部位に対する IDA 曲線を描き，損傷が生じる振幅倍率の値を評価する． 
 
4.7.1 橋軸直角方向入力時のモデル 








4.7.2 アーチリブひずみの IDA 曲線 
 図 4.29 に現況のアーチリブの最大ひずみ分布を示す．縦軸にひずみ，横軸にアーチリブ長さを示し，
振幅倍率が 0.25～2.0 までの結果を示す．負側が圧縮，正側が引張であり，圧縮側と引張側の降伏限界
（SM570 材：2250μ，SM490Y 材：1775μ，SM400 材：1175μ，弾性座屈強度による降伏応力度低減あり）
も示す．図 4.30に，振幅倍率 2.0 のアーチリブの最大ひずみ時のコンター図を示す．現況照査において，
圧縮側は振幅倍率 0.25 で P2 固定支承付近において降伏限界を超過し，振幅倍率 1.5 以上にて損傷限界
8.4εy を超過し健全度 3 を満足しない結果となる．引張側は振幅倍率 0.5 で降伏限界を超過し，振幅倍率
2.0 で損傷限界を超過する． 
図 4.31 にアーチリブの当て板補強後のアーチリブの最大ひずみ分布を示す．図 4.32 に，振幅倍率 2.0
のアーチリブの最大ひずみ時のコンター図を示す．補強範囲は現況で最大ひずみが発生した箇所とした．
圧縮側は振幅倍率 0.25 で降伏限界を超過するが，損傷限界は超過しない．引張側は振幅倍率 0.75 で降伏
限界を超過するが，損傷限界は超過しない．図 4.33にアーチリブの最大ひずみの IDA 曲線を示す．当て
板補強の効果は IDA 曲線より確認でき，圧縮側において損傷限界以下となる．  
表 4.15，表 4.16に各振幅倍率の最大ひずみ分布を示す． 
 
 
図 4.29 アーチリブの最大ひずみ分布（現況） 
   



































図 4.31  アーチリブの最大ひずみ分布（補強後） 
 
   
図 4.32 アーチリブ最大ひずみ時コンター図（補強後） 
 
 























































表 4.11(a) アーチリブの最大ひずみ分布 


























絶対値 (圧縮側)max=-1.02αεy 絶対値 (引張側)max=0.37εy














絶対値 (圧縮側)max=-1.19αεy 絶対値 (引張側)max=0.52εy















絶対値 (圧縮側)max=-2.13αεy 絶対値 (引張側)max=1.15εy















絶対値 (圧縮側)max=-2.12αεy 絶対値 (引張側)max=0.44εy
















絶対値 (圧縮側)max=-3.53αεy 絶対値 (引張側)max=1.69εy
















絶対値 (圧縮側)max=-3.13αεy 絶対値 (引張側)max=0.68εy














絶対値 (圧縮側)max=-5.36αεy 絶対値 (引張側)max=1.31εy














絶対値 (圧縮側)max=-4.43αεy 絶対値 (引張側)max=0.92εy
















絶対値 (圧縮側)max=-6.94αεy 絶対値 (引張側)max=3.03εy
















絶対値 (圧縮側)max=-6.08αεy 絶対値 (引張側)max=1.12εy
比率 (圧縮側)max=-6.08αεy 比率 (引張側)max=2.00εy
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表 4.11(b) アーチリブの最大ひずみ分布 


























絶対値 (圧縮側)max=-8.27αεy 絶対値 (引張側)max=4.95εy



















絶対値 (圧縮側)max=-7.31αεy 絶対値 (引張側)max=1.27εy















絶対値 (圧縮側)max=-16.85αεy 絶対値 (引張側)max=6.82εy















絶対値 (圧縮側)max=-8.01αεy 絶対値 (引張側)max=1.81εy

















絶対値 (圧縮側)max=-22.05αεy 絶対値 (引張側)max=8.60εy

















絶対値 (圧縮側)max=-7.52αεy 絶対値 (引張側)max=2.93εy
比率 (圧縮側)max=-7.52αεy 比率 (引張側)max=5.29εy
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4.7.3 上弦材ひずみの IDA 曲線 
図 4.34 に現況の上弦材の最大ひずみ分布を示す．縦軸にひずみ，横軸に上弦材長さを示す．振幅倍率
が 0.25～2.0 までの結果を示す．負側が圧縮，正側が引張であり，圧縮側と引張側の降伏限界（SM570 材：
2250μ，SM490Y 材：1775μ，SM400 材：1175μ，弾性座屈強度による降伏応力度低減あり）も示す．図 4.35
に，振幅倍率 2.0 の上弦材の最大ひずみ時のコンター図を示す．現況照査において，圧縮側は振幅倍率 0.75
で支間中央付近において降伏限界を超過するが，損傷限界 8.4εy を超過しない．引張側は振幅倍率 0.75 で
降伏限界を超過するが，損傷限界は超過しない． 
図 4.36にアーチリブの当て板補強後の上弦材の最大ひずみ分布を示す．図 4.37に，振幅倍率 2.0 の上
弦材の最大ひずみ時のコンター図を示す．圧縮側は振幅倍率 0.75 で支間中央付近において降伏限界を超
過するが，損傷限界 8.4εy を超過しない．引張側は振幅倍率 0.75 で降伏限界を超過するが，損傷限界は超






図 4.34 上弦材の最大ひずみ分布（現況） 
   






































図 4.36  上弦材の最大ひずみ分布（補強後） 
 
   
図 4.37 上弦材の最大ひずみ時コンター図（補強後） 
 
 


























































表 4.12(a) 上弦材の最大ひずみ分布 



























絶対値 (圧縮側)max=-0.22αεy 絶対値 (引張側)max=0.50εy














絶対値 (圧縮側)max=-0.21αεy 絶対値 (引張側)max=0.51εy














絶対値 (圧縮側)max=-0.93αεy 絶対値 (引張側)max=0.76εy














絶対値 (圧縮側)max=-0.42αεy 絶対値 (引張側)max=0.77εy














絶対値 (圧縮側)max=-1.30αεy 絶対値 (引張側)max=0.93εy














絶対値 (圧縮側)max=-0.58αεy 絶対値 (引張側)max=0.97εy














絶対値 (圧縮側)max=-1.71αεy 絶対値 (引張側)max=1.78εy














絶対値 (圧縮側)max=-0.47αεy 絶対値 (引張側)max=2.49εy















絶対値 (圧縮側)max=-0.81αεy 絶対値 (引張側)max=2.91εy















絶対値 (圧縮側)max=-1.16αεy 絶対値 (引張側)max=4.09εy
比率 (圧縮側)max=-2.12αεy 比率 (引張側)max=4.09εy
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表 4.12(b) 上弦材の最大ひずみ分布 
























絶対値 (圧縮側)max=-1.42αεy 絶対値 (引張側)max=3.98εy
















絶対値 (圧縮側)max=-1.68αεy 絶対値 (引張側)max=5.47εy

















絶対値 (圧縮側)max=-2.12αεy 絶対値 (引張側)max=4.91εy

















絶対値 (圧縮側)max=-2.49αεy 絶対値 (引張側)max=6.82εy















絶対値 (圧縮側)max=-3.43αεy 絶対値 (引張側)max=5.47εy















絶対値 (圧縮側)max=-3.80αεy 絶対値 (引張側)max=7.76εy
比率 (圧縮側)max=-4.48αεy 比率 (引張側)max=7.76εy
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4.7.4 下弦材ひずみの IDA 曲線 
図 4.39 に現況の下弦材の最大ひずみ分布を示す．縦軸にひずみ，横軸に下弦材長さを示す．振幅倍率
が 0.25～2.0 までの結果を示す．負側が圧縮，正側が引張であり，圧縮側と引張側の降伏限界（SM570 材：
2250μ，SM490Y 材：1775μ，SM400 材：1175μ，弾性座屈強度による降伏応力度低減あり）も示す．現況
照査において，圧縮側は振幅倍率 1.0 で P2 固定支承付近において降伏限界を超過するが，損傷限界は超
過しない．引張側は振幅倍率 1.0 で支間中央付近において降伏限界を超過するが，損傷限界は超過しない． 
図 4.40 にアーチリブの当て板補強後の下弦材の最大ひずみ分布を示す．圧縮側は振幅倍率 1.25 で P2
固定支承付近において降伏限界を超過するが，損傷限界は超過しない．引張側は振幅倍率 0.5 で P2 固定





図 4.39 下弦材の最大ひずみ分布（現況） 
 
































































































表 4.13(a) 下弦材の最大ひずみ分布 


























絶対値 (圧縮側)max=-0.51αεy 絶対値 (引張側)max=0.49εy














絶対値 (圧縮側)max=-0.64αεy 絶対値 (引張側)max=0.48εy














絶対値 (圧縮側)max=-0.43αεy 絶対値 (引張側)max=0.67εy














絶対値 (圧縮側)max=-0.79αεy 絶対値 (引張側)max=0.66εy














絶対値 (圧縮側)max=-0.62αεy 絶対値 (引張側)max=0.80εy














絶対値 (圧縮側)max=-0.63αεy 絶対値 (引張側)max=0.81εy














絶対値 (圧縮側)max=-0.76αεy 絶対値 (引張側)max=0.90εy














絶対値 (圧縮側)max=-0.77αεy 絶対値 (引張側)max=0.92εy














絶対値 (圧縮側)max=-0.76αεy 絶対値 (引張側)max=0.90εy














絶対値 (圧縮側)max=-0.86αεy 絶対値 (引張側)max=1.03εy
比率 (圧縮側)max=-1.11αεy 比率 (引張側)max=1.41εy
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表 4.13(b) 下弦材の最大ひずみ分布 






















絶対値 (圧縮側)max=-0.92αεy 絶対値 (引張側)max=1.60εy














絶対値 (圧縮側)max=-0.95αεy 絶対値 (引張側)max=1.17εy














絶対値 (圧縮側)max=-0.94αεy 絶対値 (引張側)max=1.82εy














絶対値 (圧縮側)max=-1.01αεy 絶対値 (引張側)max=1.40εy














絶対値 (圧縮側)max=-1.67αεy 絶対値 (引張側)max=2.03εy














絶対値 (圧縮側)max=-1.05αεy 絶対値 (引張側)max=2.36εy
比率 (圧縮側)max=-1.50αεy 比率 (引張側)max=2.36εy
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4.7.5 支承の IDA 曲線 
P2 固定支承の橋軸方向水平力，および橋軸直角方向水平力の IDA 曲線を図 4.42に示す．アーチリブの
当て板補強により橋軸直角方向には変化は見られないが，橋軸方向の水平力は 1.5 倍程度となることがわ




図 4.42 固定支承（P2中間支点）の IDA 曲線 
 
 













































4.7.6 ペンデル支承の IDA 曲線 
ペンデル支承の IDA 曲線を図 4.44 に示す．4.3 節で述べた通りフェールセーフ対策を別途講じること
を想定し，ペンデル支承の部材削除はおこなわずに解析をおこなった．ペンデル支承は部材耐力が小さい
ため，振幅倍率 0.25 でペンデル支承の降伏荷重を上回ることがわかる． ペンデル支承に作用する鉛直方




























4.7.7 加速度に関する IDA 曲線 
地震時に長大橋を走行する車両の走行安定性への影響を調べるため，上弦材の鉛直方向の最大加速度
の時刻歴応答を確認した．最大加速度分布について，現況を図 4.45，補強後を図 4.46に示す．最大加速
度の IDA 曲線を図 4.47，橋軸方向結果と合わせた IDA 曲線を図 4.48に示す．振幅倍率 1.0 では最大加




図 4.45 鉛直方向最大加速度分布（現況） 
 
 








































































図 4.47 鉛直方向最大加速度の IDA 曲線 
 
 











































表 4.14(a) 鉛直方向最大加速度分布（橋軸直角方向） 



























































































































































































































表 4.14(b) 鉛直方向最大加速度分布（橋軸直角方向） 





































































































































各部位の IDA 曲線より限界状態を超過する振幅倍率を確認し作成した損傷順序ダイアグラムを図 4.49
に示す．現況構造における損傷順序は，振幅倍率 0.25 でアーチリブが塑性化し，下弦材は振幅倍率
0.75，上弦材は振幅倍率 1.0 において塑性化する．アーチリブは振幅倍率 1.5 で損傷限界（8.4εy）を超過
するが，下弦材，上弦材は損傷限界を超過しない． 
当て板補強後の損傷順序は，アーチリブ，下弦材の塑性化する振幅倍率は，現況構造と同様である．




































(3) 当て板補強を行った結果，P2 固定支承の橋軸方向水平力は，橋軸方向入力時で 2.0 倍，橋軸直角方向












4-1)  土木学会：鋼・合成構造標準示方書，耐震設計編，2008． 
4-2)  杉岡弘一，松本茂，大石秀雄，金治英貞，馬越一也，長井正嗣：局部座屈を簡易に考慮するファイ

















 想定する対象橋梁は，表 5.1，図 5.1に示す橋長 165m の 3 径間連続上路式鋼トラス橋である 5-1)．上部
構造は 2 基の RC 橋脚（P1，P2）により支持されており，各橋脚上の支持条件は可動支承である．A1 橋
台は可動支承，A2 橋台は固定支承である．図 5.2に死荷重載荷時のひずみ分布を示す． 
 地盤はⅠ種地盤を想定し，タイプⅠ地震動（Ⅰ-Ⅰ-1），タイプⅡ地震動（Ⅱ-Ⅰ-1）を選択した． 
 
表 5.1 対象橋梁 
橋長 橋長：165m（支間割：37.5+90+37.5m） 





















定められる 5-2)．橋軸方向の設計対象部位と設定した部材健全度を表 5.2に示す．主構などの 1次部材は，
弾性域に留める事を前提とし無損傷の部材健全度 1 とした．横構，対傾構などの 2 次部材については，地




表 5.2 設計対象部位と部材健全度 


























 解析モデルは，主塔，上部構造の軸力変動および 2 軸曲げの影響を考慮するとともに，材料非線形を精
度良く評価するため，表 5.3，表 5.4に示すファイバーモデルを基本とした 3 次元骨組モデルを使用した．
鋼材は 2 次勾配を 1/100 としたバイリニアとし，硬化則は移動硬化則とする．圧縮部材は，無補剛板であ
れば幅厚比パラメータ R≦0.7 であり，降伏点に達するまで局部座屈が生じない板厚である．  
1 次部材，2 次部材のモデル化は，ファイバーモデルを基本とし，対傾構，横構はトラス要素とする．





固有値解析時の免震支承の等価減衰は 0 としている．免震支承の履歴特性を図 5.3，諸元を表 5.5に示す． 
 








図 5.3 免震支承の履歴特性    
 
表 5.5 免震支承諸元 










A1，A2 橋軸 3860 594 210 6.5 915 


















モデル化 節点数 節点数 2850 











 本橋の現況の固有値解析結果を表 5.6に示す．図 5.3に卓越振動モード，図 5.4に固有周期と減衰の
関係を示す．Rayleigh 型減衰（[Ｃ]＝α[Ｍ]＋β[Ｋ]）の係数α，βは，それぞれ 8.38×10-2，1.27×10-3と
した．1 次～9 次までの固有振動モードを図 5.5に示す． 
 




(a)桁水平移動（2次，Tx=0.65s）  (b)P2 橋脚変形（7次，Tx=0.21s） 
図 5.3 対象橋梁の卓越振動モード（現況，橋軸方向） 
 




1 1.4097 0.7094 0 37 0 0% 55% 0% 1.6% 面外対称1次【橋直振動モード①】
2 1.5446 0.6474 -40 0 1 64% 0% 0% 1.0% 桁水平移動【橋軸振動モード①】
3 1.7660 0.5663 6 0 24 1% 0% 23% 1.1% 面内対称1次
4 2.9882 0.3346 0 1 0 0% 0% 0% 1.5% 面外非対称1次
5 3.9607 0.2525 -1 0 -1 0% 0% 0% 1.1% 面内非対称1次
6 4.5366 0.2204 0 -15 0 0% 9% 0% 1.3% 面外対称1次【橋直振動モード②】
7 4.6569 0.2147 -18 0 0 13% 0% 0% 2.0% P2橋脚変形【橋軸振動モード②】
8 4.6569 0.2147 -16 0 0 10% 0% 0% 2.0% P1橋脚変形
9 4.9388 0.2025 0 0 -20 0% 0% 16% 1.0% A1-P1側径間変形






























図 5.5 固有振動モード（現況） 
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免震支承取替後の固有周期は，現況の 0.65s から 1.89s に長周期化している．1 次～9 次までの固有振動
モードを図 5.8に示す． 
表 5.7 固有値解析結果（免震後） 
  
 
図 5.6 Rayleigh 型減衰の設定（免震後，橋軸方向） 
    
(a)現況（橋軸）Tx=0.65s      (b)免震支承取替後（橋軸）Tx=1.89s 




1 0.5286 1.8918 41 0 0 68% 0% 0% 0.1% 桁水平移動
2 1.3598 0.7354 0 37 0 0% 56% 0% 1.6% 面外対称1次
3 1.7653 0.5665 0 0 24 0% 0% 23% 1.0% 面内対称1次
4 2.8837 0.3468 0 0 0 0% 0% 0% 1.5% 面外非対称1次
5 3.9595 0.2526 -1 0 0 0% 0% 0% 1.0% 面内非対称1次
6 4.4578 0.2243 0 15 0 0% 9% 0% 1.4% 面外対称2次
7 4.8020 0.2082 0 0 5 0% 0% 1% 1.9% P1・P2橋脚変形（逆方向）
8 4.8069 0.2080 23 0 0 21% 0% 0% 1.9% P1・P3橋脚変形（同一方向）
9 4.9346 0.2027 0 0 -26 0% 0% 27% 1.0% 側径間変形（対称）






















































































図 5.8 固有振動モード（免震後） 
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5.6 IDA 曲線（橋軸方向入力） 
 
 5.6 節では，2.3.1 節で述べた入力地震動の組を用いて，橋軸方向入力時の IDA 解析を実施する．対象橋




材断面の設計は，死荷重，B 活荷重に対して設計はされており，レベル 2 地震動に対して照査を行ったと







5.6.2 上弦材ひずみの IDA 曲線 
上弦材の最大ひずみ分布について，タイプⅠ地震動での現況照査を図 5.9，補強後照査を図 5.10，タイ
プⅡ地震動での現況照査を図 5.11，補強後照査を図 5.12 に示す．縦軸にひずみ，横軸に上弦材の長さを
示し，振幅倍率が 0.25～2.0 までの結果を示す．負側が圧縮，正側が引張であり，圧縮側と引張側の降伏
限界（SM490Y 材：1775μ，SM400 材：1175μ）も示す． 
タイプⅠ地震動では，固定支承の A2 橋台付近において，振幅倍率 2.0 の場合，-0.89εy（圧縮側），0.56εy
（引張側）のひずみが発生するが，圧縮側，引張側とも降伏限界を超過せず，健全度 1 を満足する．タイ
プⅡ地震動でも同様に，振幅倍率 2.0 の場合，-0.51εy（圧縮側），0.59εy（引張側）のひずみが発生するが，
圧縮側，引張側とも降伏限界を超過せず，健全度 1 を満足する．免震支承への取替後，A2 橋台付近のひ
ずみは，その他の部位のひずみと同様の値となり，またその他の部位のひずみに大きな変動は見られない． 
図 5.13に上弦材の最大ひずみの IDA 曲線を示す．圧縮側では補強前と補強後で差は見られないが，引




図 5.9 上弦材の最大ひずみ分布（タイプⅠ，現況） 
 
































































図 5.11 上弦材の最大ひずみ分布（タイプⅡ，現況） 
 
図 5.12  上弦材の最大ひずみ分布（タイプⅡ，補強後） 
 
  
(a) タイプⅠ地震動                (b) タイプⅡ地震動 






































































































表 5.8(a) 上弦材の最大ひずみ分布（タイプⅠ地震動） 














































































































































ひずみ min=-0.28αεy ひずみ max=0.08εy
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表 5.8(b) 上弦材の最大ひずみ分布（タイプⅠ地震動） 






















































































ひずみ min=-0.32αεy ひずみ max=0.09εy
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表 5.9(a) 上弦材の最大ひずみ分布（タイプⅡ地震動） 














































































































































ひずみ min=-0.28εy ひずみ max=0.08εy
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表 5.9(b) 上弦材の最大ひずみ分布（タイプⅡ地震動） 






















































































ひずみ min=-0.31εy ひずみ max=0.09εy
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5.6.3 下弦材ひずみの IDA 曲線 
下弦材の最大ひずみ分布について，タイプⅠ地震動での現況照査を図 5.14，補強後照査を図 5.15 に示
す．図 5.16に固定支承付近の最大ひずみ時のコンター図を示す．振幅倍率 2.0 の場合，-52.06εy（圧縮側），
59.18εy（引張側）のひずみが発生し，引張側では終局限界（5％）のひずみが発生する．図 5.14(b)に示す
ように A2 橋台付近以外は，降伏限界以内である．免震支承への取替え後，A2 橋台付近のひずみは降伏限
界以内に減少し，また中間支点のひずみは増加したが，降伏限界以内となる．タイプⅡ地震動での現況照
査を図 5.17，補強後照査を図 5.18，最大ひずみ時のコンター図を図 5.19に示す．振幅倍率 2.0 の場合，
-43.51εy（圧縮側），58.04εy（引張側）のひずみが発生し，引張側では終局限界（5％）のひずみが発生す
る．図 5.17(b)に示すように A2 橋台付近以外は，降伏限界以内である．免震支承への取替後，A2 橋台付
近のひずみは降伏限界以内に大幅に減少し，また中間支点のひずみは増加したが，降伏限界以内である．  
図 5.20に上弦材の最大ひずみの IDA 曲線を示す．圧縮側，引張側ともひずみが大きく減少し，部材健
全度 1 を満足することから免震支承への取替は補強効果が高いことがわかる．各振幅倍率の最大ひずみ分




(a) ひずみ全体               (b) ひずみ拡大 
図 5.14  下弦材の最大ひずみ分布（タイプⅠ，現況）   
 
図 5.15 下弦材の最大ひずみ分布（タイプⅠ，補強後） 図 5.16 下弦材の最大ひずみ時コンター図（現況） 
SF=2.0max SF=1.75max SF=1.5max SF=1.25max
SF=1.0max SF=0.75max SF=0.5max SF=0.25max
SF=2.0min SF=1.75min SF=1.5min SF=1.25min
































































(a) ひずみ全体                (b) ひずみ拡大 
図 5.17 下弦材の最大ひずみ分布（タイプⅡ，現況） 
   
図 5.18 下弦材の最大ひずみ分布（タイプⅡ，補強後）図 5.19 最大ひずみ時コンター図（現況） 
 
(a) タイプⅠ地震動             (b) タイプⅡ地震動 
図 5.20 下弦材の最大ひずみの IDA 曲線 
SF=2.0max SF=1.75max SF=1.5max SF=1.25max
SF=1.0max SF=0.75max SF=0.5max SF=0.25max
SF=2.0min SF=1.75min SF=1.5min SF=1.25min






































































































表 5.10(a) 下弦材の最大ひずみ分布（タイプⅠ地震動） 





































































































































































ひずみ min=-0.60εy ひずみ max=0.34εy
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表 5.10(b) 下弦材の最大ひずみ分布（タイプⅠ地震動） 































































































ひずみ min=-0.72εy ひずみ max=0.37εy
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表 5.11(a) 下弦材の最大ひずみ分布（タイプⅡ地震動） 



































































































































































ひずみ min=-0.59εy ひずみ max=0.34εy
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表 5.11(b) 下弦材の最大ひずみ分布（タイプⅡ地震動） 































































































ひずみ min=-0.69εy ひずみ max=0.36εy
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5.6.4 垂直材ひずみの IDA 曲線 
垂直材の最大ひずみ分布について，タイプⅠ地震動での現況照査を図 5.21，補強後照査を図 5.22，タ
イプⅡ地震動での現況照査を図 5.23，補強後照査を図 5.24に示す．タイプⅠ地震動では，固定支承の A2
橋台付近において，振幅倍率 2.0 の場合，-38.94εy（圧縮側），52.14εy（引張側）のひずみが発生し，引張




に示すように A2 橋台付近以外は，降伏限界以内である．免震支承への取替後，A2 橋台付近のひずみは降
伏限界以内に大幅に減少し，また中間支点のひずみは増加したが，降伏限界以内である．  
図 5.25に垂直材の最大ひずみの IDA 曲線を示す．圧縮側，引張側ともひずみが大きく減少し，部材健




(a) ひずみ全体               (b) ひずみ拡大 
図 5.21 垂直材の最大ひずみ分布（タイプⅠ，現況） 
 
図 5.22 垂直材の最大ひずみ分布（タイプⅠ，補強後） 
SF=2.0max SF=1.75max SF=1.5max SF=1.25max
SF=1.0max SF=0.75max SF=0.5max SF=0.25max
SF=2.0min SF=1.75min SF=1.5min SF=1.25min































































   
(a) ひずみ全体              (b) ひずみ拡大 
図 5.23 垂直材の最大ひずみ分布（タイプⅡ，現況） 
 
図 5.24  垂直材の最大ひずみ分布（タイプⅡ，補強後） 
  
(a) タイプⅠ地震動             (b)タイプⅡ地震動 
図 5.25 垂直材の最大ひずみの IDA 曲線 
SF=2.0max SF=1.75max SF=1.5max SF=1.25max
SF=1.0max SF=0.75max SF=0.5max SF=0.25max
SF=2.0min SF=1.75min SF=1.5min SF=1.25min










































































































5.6.5 斜材ひずみの IDA 曲線 
斜材の最大ひずみ分布について，タイプⅠ地震動での現況照査を図 5.26，補強後照査を図 5.27，タイ
プⅡ地震動での現況照査を図 5.28，補強後照査を図 5.29に示す．タイプⅠ地震動では，固定支承の A2 橋
台付近において，振幅倍率 2.0 の場合，-25.42εy（圧縮側），23.41εy（引張側）のひずみが発生する．図 5.26(b)
に示すように A2 橋台付近以外は，降伏限界以内である．免震支承への取替え後，A2 橋台付近のひずみは
降伏限界以内に減少し，また中間支点のひずみは増加したが，降伏限界以内となる．タイプⅡ地震動でも
同様に，振幅倍率 2.0 の場合，-17.92εy（圧縮側），17.68εy（引張側）のひずみが発生する．図 5.28(b)に
示すように A2 橋台付近以外は，降伏限界以内である．免震支承への取替後，A2 橋台付近のひずみは降伏
限界以内に大幅に減少し，また中間支点のひずみは増加したが，降伏限界以内である．  
図 5.30に斜材の最大ひずみの IDA 曲線を示す．圧縮側，引張側ともひずみが大きく減少し，部材健全




(a) ひずみ全体              (b) ひずみ拡大 
図 5.26 斜材の最大ひずみ分布（タイプⅠ，現況） 
 
図 5.27 斜材の最大ひずみ分布（タイプⅠ，補強後） 
SF=2.0max SF=1.75max SF=1.5max SF=1.25max
SF=1.0max SF=0.75max SF=0.5max SF=0.25max
SF=2.0min SF=1.75min SF=1.5min SF=1.25min
































































(a) ひずみ全体             (b) ひずみ拡大 
図 5.28 斜材の最大ひずみ分布（タイプⅡ，現況） 
 
 
図 5.29 斜材の最大ひずみ分布（タイプⅡ，補強後） 
 
  
(a) タイプⅠ地震動           (b) タイプⅡ地震動 
図 5.30 斜材の最大ひずみの IDA 曲線 
SF=2.0max SF=1.75max SF=1.5max SF=1.25max
SF=1.0max SF=0.75max SF=0.5max SF=0.25max
SF=2.0min SF=1.75min SF=1.5min SF=1.25min









































































































5.6.6 変位に関する IDA 曲線 
トラス主構端部の A1 橋台，A2 橋台の最大応答変位の IDA 曲線を図 5.31に示す．タイプⅡ地震動の現
況では振幅倍率 2.0 において A2 橋台側で 246mm，A1 橋台側で 299mm の変位が発生する．補強後では振



















































5.6.7 加速度に関する IDA 曲線 
地震時に長大橋を走行する車両の走行安定性への影響を調べるため，上弦材の鉛直方向の最大加速度
の時刻歴応答を確認した．最大加速度分布について，タイプⅠ地震動を図 5.32，タイプⅡ地震動を図
5.33に示す．最大加速度の IDA 曲線を図 5.34に示す．振幅倍率 1.0 では最大加速度 5m／s2程度であ
り，振幅倍率 2.0 では，タイプⅠ地震動で現況，補強後ともに 7～8.5 m／s2程度，タイプⅡ地震動で現況






(a) 現況                 (b) 補強後 




(b) 現況                 (b) 補強後 
図 5.33 鉛直方向最大加速度分布（タイプⅡ地震動） 
 
SF=2.0max SF=1.75max SF=1.5max SF=1.25max
SF=1.0max SF=0.75max SF=0.5max SF=0.25max
SF=2.0min SF=1.75min SF=1.5min SF=1.25min









































SF=2.0max SF=1.75max SF=1.5max SF=1.25max
SF=1.0max SF=0.75max SF=0.5max SF=0.25max
SF=2.0min SF=1.75min SF=1.5min SF=1.25min













































(a) タイプⅠ地震動             (b) タイプⅡ地震動 











































表 5.12(a) 鉛直方向最大加速度分布（タイプⅠ地震動） 








































































































































































































































加速度 min=-5.60m／s2 加速度 max=5.58m／s2
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表 5.12(b) 鉛直方向最大加速度分布（タイプⅠ地震動） 













































































































































加速度 min=-8.30m／s2 加速度 max=8.18m／s2
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表 5.13(a) 鉛直方向最大加速度分布（タイプⅡ地震動） 








































































































































































































































加速度 min=-6.22m／s2 加速度 max=6.16m／s2
177 
 
表 5.13(b) 鉛直方向最大加速度分布（タイプⅡ地震動） 



















































































































































て，タイプⅠ地震動を図 5.35，タイプⅡ地震動を図 5.36に示す． 
タイプⅠ地震動の損傷順序は，振幅倍率 0.25 で主構のうち上弦材を除く，下弦材，垂直材，斜材にお
いて塑性化する．振幅倍率 0.5 において下弦材が損傷限界（8.4εy）を超過し，引き続き振幅倍率 1.0 にお










図 5.35 損傷順序ダイアグラム（タイプⅠ地震動） 
 
図 5.36 損傷順序ダイアグラム（タイプⅡ地震動） 
































































   




5-1)  (社)日本鋼構造協会：ファイバーモデルを用いた鋼橋の動的耐震解析の現状と信頼性向上，2011.2. 






第 6 章 鋼 V レッグラーメン橋への適用例 
6.1 概説 
3 章では鋼斜張橋，4 章では中路式鋼アーチ橋，5 章では上路式鋼トラス橋の耐震補強検討に提案手法を適
用し，その有用性を示した．これらの検討は手法を示すことが目的であり，簡易的に入力波 1 波で検討を行
った．しかしながら，IDA 解析は入力波によって結果が変動することが懸念される．そこで，6 章では仮想




 6.2 節，6.3 節では対象橋梁とした５径間連続鋼 V レッグラーメン橋のモデル化について述べる．6.4 節で
は対象橋梁のモデルの妥当性を振動特性に基づいて確認する．6.5 節では検討に用いた入力波について記述す
る．道示タイプⅡのⅢ種地盤の 3 波，仮想的なサイト波 3 波が選択される．6.6 節では，これらの地震記録
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図 6.2 主桁断面図 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43
P1 P2 P3 P4 























1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
P1 P2 P2
材質 SM490Y SM490Y SM490Y SM570 SM570
板厚 (mm) 12 12 13 20 13
材質 SM490Y SM490Y SM490Y SM570 SM570
板厚 (mm) 25 13 29 45 29
材質 SS400 SS400 SS400 SS400 SS400 SM490Y SS400 SS400 SS400 SM490Y SM490Y SM570 SM570 SM490Y SM490Y
板厚 (mm) 10 16 26 21 18 18 18 12 13 17 37 57 37 37 25
16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
支間中央
材質 SM490Y SM490Y SM490Y SM490Y SM490Y SM490Y
板厚 (mm) 14 17 19 19 17 14
材質
板厚 (mm)
材質 SM490Y SM490Y SM490Y SM490Y SM490Y SM570 SM570 SM570 SM490Y SM490Y SM490Y SM490Y SM490Y
板厚 (mm) 13 10 20 26 28 30 34 30 28 26 20 10 13
29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43
P3 P3 P4
材質 SM570 SM570 SM490Y SM490Y SM490Y
板厚 (mm) 13 20 13 12 12
材質 SM570 SM570 SM490Y SM490Y SM490Y
板厚 (mm) 29 45 29 13 25
材質 SM490Y SM490Y SM570 SM570 SM490Y SM490Y SS400 SS400 SS400 SM490Y SS400 SS400 SS400
板厚 (mm) 25 37 37 57 37 17 13 12 18 18 21 13 10
断面 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
位置 P1 P2 P2
材質 SM490Y SM490Y SM490Y SM570 SM570
板厚 (mm) 12 12 13 20 13
材質 SM490Y SM490Y SM490Y SM570 SM570
板厚 (mm) 25 13 29 45 29
材質 SS400 SS400 SS400 SS400 SS400 SM490Y SS400 SS400 SS400 SM490Y SM490Y SM570 SM570 SM490Y SM490Y
板厚 (mm) 10 20 32 25 18 18 18 12 13 17 37 57 37 37 25
断面 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
位置 支間中央
材質 SM490Y SM490Y SM490Y SM490Y SM490Y SM490Y
板厚 (mm) 14 17 19 19 17 14
材質
板厚 (mm)
材質 SM490Y SM490Y SM490Y SM490Y SM490Y SM570 SM570 SM570 SM490Y SM490Y SM490Y SM490Y SM490Y
板厚 (mm) 13 10 20 26 28 30 34 30 28 26 20 10 13
断面 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43
位置 P3 P3 P4
材質 SM570 SM570 SM490Y SM490Y SM490Y
板厚 (mm) 13 20 13 12 12
材質 SM570 SM570 SM490Y SM490Y SM490Y
板厚 (mm) 29 45 29 13 25
材質 SM490Y SM490Y SM570 SM570 SM490Y SM490Y SS400 SS400 SS400 SM490Y SS400 SS400 SS400 SS400










































































































6.2.3 V レッグ橋脚 
中間橋脚(P2,P3)は図 6.4 のような箱型断面を有する鋼製の V レッグ橋脚で，基礎はケーソン基礎である．
























表 6.2 V レッグ橋脚断面構成 
1,2 3,4 5,6 7 8,9 10,11 12,13 14,15 16,17
SM570
Frange 板厚 (mm) 25 33 45
Web 板厚 (mm) 25 33 45
1,2 3,4 5,6 7,8 9,10 11 12,13 14,15 16,17
SM570
Frange 板厚 (mm) 45 33 25





















図 6.5 V レッグ橋脚断面変化 
















補強鋼板は P1, P4 のそれぞれで 6mm，10mm である．基礎は杭基礎である．P1 側は曲線橋になっており，



















図 6.7 P4 鉄筋コンクリート橋脚形状 





１段目 D35×15 D35×15 D32×13
２段目 D35×8 D35×8 D32×7
１段目 D35×23 D35×23 D35×23





























終局水平耐力 Pu N 3,187,880 3,145,000 2,735,500
降伏水平耐力 Py N 3,187,880 3,145,000 2,735,500
降伏変位 δy mm 180 185 206
耐震性能２の限界状態に相当する変位 δls2 mm 366 375 419
せん断耐力 せん断耐力 Ps N 18,123,140 18,123,160 25,527,254
曲げ破壊型 曲げ破壊型 曲げ破壊型





表 6.4 鉄筋コンクリート橋脚の耐力 





























端橋脚 P1,P4 には，それぞれ２基ずつ可動支承が設置されている．可動支承として図 6.9に示す支承板支
承が設置されている．可動支承は，上沓と下沓の相対変位が 0.215ｍに達するとストッパーに衝突する．ス
トッパーが支承耐力に達すると破損し，破損後も相対変位が 0.915ｍに達するまでは上沓と下沓が完全には
分離しない．支承耐力は鋼製部材の耐力のうち最小のものと仮定し，881kN と仮定する．中間の V レッグ橋
脚 P2,P3 には，それぞれ２基ずつ固定支承が設置されている．固定支承としてピボット支承が設置されてお








固定支承 支承耐力 (kN) 25,000
可動支承
表 6.5 支承の限界状態 
図 6.10 固定支承 





























































図 6.11 鋼材の材料特性 


























表 6.6 主桁材料特性 
G1 G2
材質 低減率α εcy εty 材質 低減率α εcy εty
1 SS400 0.82 0.000964 0.001175 SS400 0.82 0.000964 0.001175
2 SS400 0.93 0.001093 0.001175 SS400 0.88 0.001034 0.001175
3 SS400 0.83 0.000975 0.001175 SS400 0.80 0.000940 0.001175
4 SS400 0.87 0.001022 0.001175 SS400 0.84 0.000987 0.001175
5 SS400 1.00 0.001175 0.001175 SS400 1.00 0.001175 0.001175
6 SM490Y 0.91 0.001615 0.001775 SM490Y 0.91 0.001615 0.001775
7 SS400 1.00 0.001175 0.001175 SS400 1.00 0.001175 0.001175
8 SS400 0.94 0.001105 0.001175 SS400 0.94 0.001105 0.001175
9 SS400 0.98 0.001152 0.001175 SS400 0.98 0.001152 0.001175
10 SM490Y 0.91 0.001615 0.001775 SM490Y 0.91 0.001615 0.001775
11 SM490Y 0.95 0.001686 0.001775 SM490Y 0.95 0.001686 0.001775
12 SM570 1.00 0.002250 0.002250 SM570 1.00 0.002250 0.002250
13 SM570 0.89 0.002003 0.002250 SM570 0.89 0.002003 0.002250
14 SM490Y 0.95 0.001686 0.001775 SM490Y 0.95 0.001686 0.001775
15 SM490Y 0.95 0.001686 0.001775 SM490Y 0.95 0.001686 0.001775
16 SM490Y 0.86 0.001527 0.001775 SM490Y 0.86 0.001527 0.001775
17 SM490Y 0.67 0.001189 0.001775 SM490Y 0.67 0.001189 0.001775
18 SM490Y 0.67 0.001189 0.001775 SM490Y 0.67 0.001189 0.001775
19 SM490Y 0.76 0.001349 0.001775 SM490Y 0.76 0.001349 0.001775
20 SM490Y 0.91 0.001615 0.001775 SM490Y 0.91 0.001615 0.001775
21 SN570 0.88 0.001980 0.002250 SM570 0.88 0.001980 0.002250
22 SM570 0.93 0.002093 0.002250 SM570 0.93 0.002093 0.002250
23 SM570 0.88 0.001980 0.002250 SM570 0.88 0.001980 0.002250
24 SM490Y 0.91 0.001615 0.001775 SM490Y 0.91 0.001615 0.001775
25 SM490Y 0.76 0.001349 0.001775 SM490Y 0.76 0.001349 0.001775
26 SM490Y 0.67 0.001189 0.001775 SM490Y 0.67 0.001189 0.001775
27 SM490Y 0.67 0.001189 0.001775 SM490Y 0.67 0.001189 0.001775
28 SM490Y 0.86 0.001527 0.001775 SM490Y 0.86 0.001527 0.001775
29 SM490Y 0.95 0.001686 0.001775 SM490Y 0.95 0.001686 0.001775
30 SM490Y 0.95 0.001686 0.001775 SM490Y 0.95 0.001686 0.001775
31 SM570 0.89 0.002003 0.002250 SM570 0.89 0.002003 0.002250
32 SM570 1.00 0.002250 0.002250 SM570 1.00 0.002250 0.002250
33 SM490Y 0.95 0.001686 0.001775 SM490Y 0.95 0.001686 0.001775
34 SM490Y 0.91 0.001615 0.001775 SM490Y 0.91 0.001615 0.001775
35 SS400 0.98 0.001152 0.001175 SS400 0.98 0.001152 0.001175
36 SS400 0.94 0.001105 0.001175 SS400 0.94 0.001105 0.001175
37 SS400 1.00 0.001175 0.001175 SS400 1.00 0.001175 0.001175
38 SM490Y 0.91 0.001615 0.001775 SM490Y 0.91 0.001615 0.001775
39 SS400 1.00 0.001175 0.001175 SS400 1.00 0.001175 0.001175
40 SS400 0.90 0.001058 0.001175 SS400 0.90 0.001058 0.001175
41 SS400 0.87 0.001022 0.001175 SS400 0.87 0.001022 0.001175
42 SS400 0.97 0.001140 0.001175 SS400 0.97 0.001140 0.001175


















柱 Sec 材質 低減率α εcy εty 材質 低減率α εcy εty
1 SM490Y 0.95 0.001686 0.001775 SM570 0.91 0.002048 0.002250
2 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775 SM570 1.00 0.002250 0.002250
3 SM490Y 0.94 0.001669 0.001775 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775
4 SM490Y 0.98 0.001740 0.001775 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775
5 SM490Y 0.87 0.001544 0.001775 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775
6 SM490Y 0.92 0.001633 0.001775 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775
7 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775 SM570 1.00 0.002250 0.002250
8 SM570 1.00 0.002250 0.002250 SM570 1.00 0.002250 0.002250
9 SM570 1.00 0.002250 0.002250 SM570 1.00 0.002250 0.002250
10 SM570 1.00 0.002250 0.002250 SM570 1.00 0.002250 0.002250
11 SM570 1.00 0.002250 0.002250 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775
12 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775 SM490Y 0.92 0.001633 0.001775
13 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775 SM490Y 0.87 0.001544 0.001775
14 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775 SM490Y 0.98 0.001740 0.001775
15 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775 SM490Y 0.94 0.001669 0.001775
16 SM570 1.00 0.002250 0.002250 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775
17 SM570 0.91 0.002048 0.002250 SM490Y 0.96 0.001704 0.001775
1 SM490Y 0.96 0.001704 0.001775 SM570 0.91 0.002048 0.002250
2 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775 SM570 1.00 0.002250 0.002250
3 SM490Y 0.94 0.001669 0.001775 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775
4 SM490Y 0.99 0.001757 0.001775 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775
5 SM490Y 0.88 0.001562 0.001775 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775
6 SM490Y 0.93 0.001651 0.001775 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775
7 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775 SM570 1.00 0.002250 0.002250
8 SM570 1.00 0.002250 0.002250 SM570 1.00 0.002250 0.002250
9 SM570 1.00 0.002250 0.002250 SM570 1.00 0.002250 0.002250
10 SM570 1.00 0.002250 0.002250 SM570 1.00 0.002250 0.002250
11 SM570 1.00 0.002250 0.002250 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775
12 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775 SM490Y 0.92 0.001633 0.001775
13 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775 SM490Y 0.87 0.001544 0.001775
14 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775 SM490Y 0.98 0.001740 0.001775
15 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775 SM490Y 0.94 0.001669 0.001775
16 SM570 1.00 0.002250 0.002250 SM490Y 1.00 0.001775 0.001775

















































































上沓と下沓の相対変位が可動支承の移動可能量 ua に達するまでは動摩擦力 F1，荷重が支承耐力 F2 に達し
た後は動摩擦力 F3 の値とする履歴モデルである．動摩擦力は支承反力に摩擦係数を乗じて算出し，損傷前
の摩擦係数 1 は 0.106-7)，損傷後の摩擦係数 3 は 0.156-6)とした．損傷前および損傷後の動摩擦力はそれぞれ
式 (6.2)(6.3) で表される．剛性は動的応答解析において解が安定することと，線形でモデル化した場合との
１次固有周期の差が 5％以内になることを条件に設定した 6-6)． 
 
dRF  11                                          (6.2) 

















F1 移動可能量に達するまでの動摩擦力 102 (kN)
F2 支承耐力 881 (kN)
F3 移動可能量に達した後の動摩擦力 153 (kN)
ua 移動可能量 215 (mm)
凡例 



















 固有値解析を実施し，A 橋の振動特性を確認する．各モード次数での振動数，周期，有効質量比を表 6.8
に示す．解析を行う橋軸方向への影響が大きいモードは 1 次，15 次，17 次モードであり，モード形状は図
6.19 のようになる．1 次モードは主構が非対称に大きく変形するモード，15 次モードは P4 橋脚が橋軸方向
に大きく変形するモード，17 次モードは P1 橋脚が橋軸方向に大きく変形するモードである．それぞれ，1.728








遊間：300 ( mm ) 













表 6.8 固有値解析 
X Y Z
1 0.579 1.728 56 -1 0 橋軸方向，主桁が非対称に変形
2 0.675 1.482 0 0 39
3 0.876 1.141 -56 0 -1
4 0.923 1.084 1 -58 0
5 1.007 0.993 26 0 0
6 1.079 0.926 45 -21 -4
7 1.201 0.832 24 -8 -4
8 1.251 0.800 0 68 0
9 1.446 0.691 -1 27 0
10 1.491 0.671 -13 -53 10
11 1.514 0.660 -1 -22 11
12 1.581 0.633 22 50 12
13 1.643 0.609 -6 -23 -17
14 1.667 0.600 -16 27 -16
15 1.751 0.571 -36 0 2 橋軸方向，P4橋脚が変形
16 1.765 0.567 9 8 4
17 1.832 0.546 32 -12 -4 橋軸方向，P1橋脚が変形
18 1.904 0.525 -27 -1 0
19 1.922 0.520 5 4 -4
20 2.245 0.445 3 18 5
モード次数 振動数 (Hz) 周期 (Sec) 刺激係数 備考
(a) 1 次モード 






(b) 15 次モード 
(c) 17 次モード 







対象橋梁は港湾部に架橋されていると想定したので，レベル 2 地震動タイプⅡのⅢ種地盤標準波を 3 波用
いる．図 6.20 に入力波の加速度応答スペクトルを示す．このレベルを振幅倍率 SF=1.00 とし，IDA 解析を
行う．3 波平均値とそれぞれの応答値を比較し，地震記録によりどの程度結果が変動するか評価する． 
 



























想的なサイト波 3 波で IDA 解析を行い，どの程度結果が変動するか評価する．加速度応答スペクトルを図
6.21の点線に示す．サイト波は加速度応答スペクトルの違いが大きいので，特定の周期で設計スペクトルと
一致するよう振幅調整を行う．対象橋梁は主構が大きく変動する 1 次モードの影響が大きいので，1 次固有
周期 T1 にて設計スペクトルに調整する． 
 サイト波の振幅調整は式(6.4)，式(6.5) を用いて行う．1 次固有周期でのサイト波に対する設計スペクトル
の比を調整係数 K とし，K をサイト波の加速度波形に乗じることで振幅調整を行う．得られた地震波の加速
度応答スペクトルは図 6.21 の実線で示した通りである．1 次固有周期の T1=1.583 秒にて設計スペクトルと








T                                        (6.4) 
sT aKaT  1!                                        (6.5) 
ここに， 
1TK ：固有周期 1T での調整係数 
)1(TSD ： 1T での設計スペクトル 




図 6.21 サイト波の加速度応答スペクトル 




































XH                                           (6.6) 
ここに， 
H ：3 波平均値との比 
X ：それぞれの入力波での応答値 








道路橋示方書標準波 3 波，サイト波 3 波を用いて主桁ひずみの IDA 曲線を作成し，入力波形による評価の
ばらつきを確認する．引張側，圧縮側のそれぞれについて 3 波平均との比を算出し，どのような傾向がある
か評価する． 
図 6.22に道路橋示方書標準波 3 波を入力した場合，図 6.23にサイト波 3 波を入力した場合の引張ひずみ
の IDA 曲線を示す．これらはひずみが大きい主桁断面での IDA 曲線を示す．いずれのケースにおいても弾
性範囲内では IDA曲線は線形となっており，おもに塑性化後に応答の差異が大きくなっていることが分かる．
図 6.24に道路橋示方書標準波の 3 波平均との比，図 6.25にサイト波の 3 波平均との比を示す．それぞれ塑
性化が生じ始める振幅倍率 SF=1.00 以上の強度での 3 波平均との比をプロットしており，横軸が該当断面，
縦軸が 3 波平均との比 H を表す．両者とも，3 波平均との比はほとんどすべての断面で 0.5～1.5 の範囲に収
まるが，サイト波のほうが評価がばらつく傾向がある．サイト波のほうが入力波形による評価のばらつきが
大きくなることが分かる．サイト波は対象橋梁の 1 次固有周期 T1 で振幅調整をしたので，T1 以外での特性
の違いが応答ひずみの違いに現れたと考えられる． 





 図 6.27に道路橋示方書標準波 3 波を入力した場合，図 6.28にサイト波 3 波を入力した場合の圧縮ひずみ
の IDA 曲線を示す．引張ひずみと同様に，おもに塑性化後に応答の差異が大きくなることが分かる．また，
最大圧縮ひずみはサイト波のほうが大きくなることが確認できる．図 6.29に道路橋示方書標準波，図 6.30
にサイト波の 3 波平均値との比を示す．道路橋示方書標準波では，3 波平均値との比はほとんど全ての断面
で 0.5～1.5 の範囲に収まるが，桁端部の Sec43 では 0.3～1.7 程度となり，他の断面より圧縮ひずみのばら
つきが大きい．サイト波では， 3 波平均値との比は多くの断面で 0.5～1.5 の範囲に収まるが，道路橋示方書
標準波と比較して圧縮ひずみのばらつきが大きい．桁端部の Sec1 および Sec3, 4, 19, 25 では 3 波平均値と
の比が 0.5～1.5 の範囲から離れた値をとり，特にこれらの断面で圧縮ひずみのばらつきが大きいことが分か
る． 






 Sec1, 43 は桁端部の断面であり，これらの断面では隣接桁との衝突による圧縮力が原因で，圧縮ひずみの
ばらつきが大きくなると考えられる．図 6.32に隣接桁との衝突力と圧縮ひずみに関する 3 波平均値との比の














 入力波の違いが IDA 曲線に及ぼす影響を確認できたので，次は限界状態を超過する振幅倍率がどの程度変
化するか評価する．限界状態を超過する振幅倍率を表 6.9に示す．道路橋示方書標準波では 3 波とも限界状
態を超過する振幅倍率は同じで，SF=1.00 にて降伏，SF=1.25 にて限定的な損傷に関する限界状態を超過す
る．3 波平均値との比は 0.5～1.5 となるが，限界状態を超過する振幅倍率は変化しない．サイト波では，サ
イト波 1 を除き SF=1.00 で降伏，SF=1.25 で限定的な損傷に関する限界状態を超過する．なお，サイト波 1
は SF=0.75 にて降伏が発生する．異なる入力波を用いると限界状態を超過する振幅倍率が変化することがあ











図 6.22 主桁引張ひずみ 標準波 図 6.23 主桁引張ひずみ サイト波 

































































図 6.24 3 波平均との比（標準波） 図 6.25 3 波平均との比（サイト波） 







































図 6.26 死荷重で圧縮応力のみが生じる断面での引張ひずみの IDA 曲線 
図 6.27 主桁圧縮ひずみ 標準波 図 6.28 主桁圧縮ひずみ サイト波 
































































図 6.29 3 波平均値との比 標準波 図 6.30 3 波平均値との比 サイト波 















































図 6.32 衝突力と圧縮ひずみの関係 






















図 6.33 支承荷重と圧縮力の関係 






















表 6.9 主桁ひずみが限界状態を超過する振幅倍率 
引張 圧縮 引張 圧縮 引張 圧縮
Ⅱ-Ⅲ-1 1.00 1.00 1.75 1.25
Ⅱ-Ⅲ-2 1.00 1.00 1.75 1.25
Ⅱ-Ⅲ-3 1.00 1.00 1.75 1.25
1 0.75 0.75 1.50 1.25
2 1.00 1.00 1.50 1.25











6.6.3 V レッグ橋脚ひずみ 
道路橋示方書標準波 3 波，サイト波 3 波を用いて V レッグ橋脚ひずみの IDA 曲線を作成し，入力波形に
よる評価のばらつきを確認する．引張側，圧縮側のそれぞれについて 3 波平均との比を算出し，どのような
傾向があるか評価する． 
 図 6.34に道路橋示方書標準波，図 6.35にサイト波の IDA 曲線を示す．それぞれの橋脚，柱において最も
ひずみが大きくなる断面に関して IDA 曲線を示している．それぞれの IDA 曲線においてその形状は類似し
た形状となり，サイト波１以外はすべての振幅倍率において弾性範囲内の応答となる．入力波形間での応答
の差異は小さいことが分かる． 
図 6.36に道路橋示方書標準波，図 6.37にサイト波の 3 波平均値との比を示す．それぞれ引張ひずみ，圧
縮ひずみに関して，すべての振幅倍率に関する 3 波平均値との比をプロットする．すべてのケースにおいて




 V レッグ橋脚ひずみが限界状態を超過する振幅倍率は表 6.10のようになる．サイト波 1 を入力した場合に
SF=1.75 にて降伏限界を超過するが，その他の入力波では限界状態を超過しない．限界状態を上回る振幅倍
率の差異は SF1 段階以内なので，入力波形による損傷順序のばらつきは小さいことが分かる． 
 
 



















図 6.34 V レッグ橋脚 IDA 曲線 標準波 図 6.35 V レッグ橋脚 IDA 曲線 サイト波 






























(a) 引張ひずみ (b) 圧縮ひずみ 
図 6.36 V レッグ橋脚 3波平均値との比 標準波 











































(a) 引張ひずみ (b) 圧縮ひずみ 
図 6.37 V レッグ橋脚 3波平均値との比 サイト波 











































表 6.10 V レッグ橋脚ひずみが限界状態を超過する振幅倍率 






















道路橋示方書標準波 3 波，シナリオ波 3 波を用いて鉄筋コンクリート橋脚の IDA 曲線を作成し，入力波形
による評価のばらつきを確認する．それぞれの橋脚塑性率に関して 3 波平均との比を算出し，どのような傾
向があるか評価する．なお，サイト波は RC 橋脚の変形が卓越する 15 次，17 次モードの固有周期での加速
度応答値が入力波形間で異なる．そこで，これらの周期での設計スペクトルの値が SF=1.00 となるよう振幅
倍率を補正する． 
振幅倍率の補正は式(6.7) を用いて行う．もとの振幅倍率に補正係数 K を乗じて，RC 橋脚の変形が卓越す
る 15 次，17 次モードの固有周期での設計スペクトルの値が SF=1.00 となるよう補正する．補正係数は卓越
周期でのサイト波の加速度応答スペクトルに対する設計スペクトルの比で表され，式(6.8) となる．そして，
補正後の振幅倍率を用いて IDA 曲線を作成する．補正後の振幅倍率は初めに設定した振幅倍率の値（SF=0.20, 
0.50, 0.75, 1.00, 1.25, 1.50, 1.75）と一致しないので，補正後の IDA 曲線を補間し，初めに設定した振幅倍
率での応答塑性率の値を求める． 
 







TSK                                         (6.8) 
ここに， 
TPSF ：RC 橋脚の卓越周期の設計スペクトルの値を SF=1.00 としたときの振幅倍率 
SF ：補正前の振幅倍率 
TPK ：振幅倍率の補正係数 
)( PD TS ：RC 橋脚の卓越周期での設計スペクトルの値 
)( PA TS ：RC 橋脚の卓越周期での加速度応答スペクトルの値 
 
 図 6.38に道路橋示方書標準波，図 6.39にサイト波を入力したときの P1 橋脚左柱の IDA 曲線を示す．道
路橋示方書標準波では，3 波とも IDA 曲線が類似した形状となり，入力波形間での応答の差異は小さいこと
が分かる．サイト波では振幅倍率を補正した結果，SF=0.50 までの範囲でのみ IDA 曲線が作成される．この
範囲では，3 波とも類似した形状となるが，サイト波 3 が若干大きめの値をとっている． 
 図 6.40に道路橋示方書標準波，図 6.41にサイト波の 3 波平均値との比を示す．道路橋示方書標準波では，
全ての振幅倍率における 3 波平均値が橋脚柱ごとにプロットされる．サイト波では，振幅倍率 SF=0.50 まで
の範囲でそれぞれの橋脚柱に対する 3 波平均値との比がプロットされる．道路橋示方書標準波では，すべて




 3 波平均値との比を用いて入力波形の違いが IDA 曲線に与える影響の程度が評価できたので，次は限界状
態を超過する振幅倍率に与える影響を確認する．表 6.11に橋脚塑性率が限界状態を超過する振幅倍率を示す．
道示標準波では，P1 橋脚は概ね SF=1.25 で降伏限界，SF=1.75 にて許容塑性率を超過するものの終局限界
は超過しない．ただし，Ⅱ-Ⅲ-1 では SF=1.00 で降伏限界，Ⅱ-Ⅲ-3 では SF=1.75 にて終局限界を超過する．































図 6.38 橋脚塑性率 IDA 曲線 標準波 図 6.39 橋脚塑性率 IDA 曲線 サイト波 

































































図 6.41 橋脚塑性率 3波平均値との比 サイト波 






















表 6.11 橋脚塑性率が限界状態を超過する振幅倍率 
P1 P4 P1 P4 P1 P4
Ⅱ-Ⅲ-1 1.00 1.00 1.75 1.25 1.50
Ⅱ-Ⅲ-2 1.25 1.00 1.75 1.25 1.50
Ⅱ-Ⅲ-3 1.25 1.00 1.75 1.25 1.75 1.50













道路橋示方書標準波 3 波，サイト波 3 波を用いて可動支承相対変位の IDA 曲線を作成し，入力波形による
評価のばらつきを確認する．全 4 基の可動支承に関して 3 波平均との比を算出し，どのような傾向があるか
評価する． 
 図 6.42に道路橋示方書標準波，図 6.43にサイト波に関する P1 橋脚 G1 側可動支承の IDA 曲線を示す．
道路橋示方書標準波では，3 波とも類似した形状となり，入力波形による応答の差異は小さいことが分かる．
サイト波では，サイト波 2, 3 は類似した形状となるが，サイト波 1 のみ応答が大きくなる．加速度応答スペ
クトルがサイト波のみ大きく異なることが原因と考えられる．1 次固有周期でのみ設計スペクトルに調整し
たので，他の周期での特性の違いが応答の差異となって表れたと考えられる． 
 図 6.44に道路橋示方書標準波，図 6.45にサイト波の 3 波平均値との比を示す．すべての振幅倍率に対し
て，全 4 基の 3 波平均値との比がプロットされる．道示標準波では 3 波平均値との比が 0.8～1.2 の範囲とな
り，入力波形による応答の差異は小さいことが分かる．一方，サイト波では，3 波平均値との比が 0.7～1.6
の範囲となる．サイト波 1 に関する P1 橋脚上の支承の応答が大きいことが原因である．以上より，サイト
波 3 波のほうが入力波形による差異が大きくなることが分かる．原因は 1 次固有周期以外での加速度応答ス
ペクトルの違いと考えられる． 
 可動支承の相対変位が限界状態を超過する振幅倍率は表 6.12のようになる．道路橋示方書標準波，サイト























図 6.42 可動支承 IDA 曲線 標準波 図 6.43 可動支承 IDA 曲線 サイト波 






























図 6.44 可動支承 3波平均値との比 標準波 






















図 6.45 可動支承 3波平均値との比 サイト波 






































道路橋示方書標準波 3 波，サイト波 3 波を用いて固定支承の IDA 曲線を作成し，入力波形による評価のば
らつき確認する．全 4 基の固定支承に関して 3 波平均との比を算出し，どのような傾向があるか評価する． 
 図 6.46に道路橋示方書標準波，図 6.47にサイト波に関する P2 橋脚左側支承の IDA 曲線を示す．道路橋
示方書標準波では，IDA 曲線は類似した形状となり，入力波形による差異が小さいことが分かる．サイト波
では，サイト波 2, 3 は類似した形状となるが，サイト波 1 のみ応答が大きくなる． 
 図 6.48に道路橋示方書標準波，図 6.49にサイト波の 3 波平均値との比を示す．すべての振幅倍率に対し
て 3 波平均値との比が示される．道路橋示方書標準波では，3 波平均値との比はほぼ全ての支承で 0.8～1.2
の範囲となり，入力波形による応答の差異は小さい．サイト波では，3 波平均値との比は 0.8～1.4 の範囲に
収まり，サイト波 1 でやや大きい値をとっている．サイト波のほうがばらつきが大きくなる．原因は 1 次固
有周期以外での加速度応答スペクトルの違いと考えられる． 
 可動支承の荷重が限界状態を超過する振幅倍率を表 6.13に示す．道路橋示方書標準波Ⅱ-Ⅲ-2 およびサイ
ト波 1 は振幅倍率 SF=0.75 にて限界状態を超過するが，その他の入力波では SF=1.00 にて超過する．限界
























図 6.46 固定支承 IDA 曲線 標準波 図 6.47 固定支承 IDA 曲線 サイト波 




















































図 6.48 固定支承 3波平均値との比 標準波 
図 6.49 固定支承 3波平均値との比 サイト波 






































道路橋示方書標準波 3 波，サイト波 3 波を用いて固定支承の IDA 曲線を作成し，入力波形による評価のば
らつきを確認する．G1, G2 桁両端での 3 波平均値との比を算出し，どのような傾向があるか評価する． 
 図6.50に道路橋示方書標準波，図6.51にサイト波に関する IDA 曲線を示す．それぞれの入力波に関して，
G1 桁 P1 橋脚側の相対変位に関する IDA 曲線が示される．道路橋示方書標準波，サイト波とも，衝突前に
入力波形による応答の差異が見られ，衝突後は一定の値に収束する傾向がある．3 章で述べたように，衝突
力により変位が制限されるためと考えられる． 
 図 6.52に道示標準波，図 6.53にサイト波の 3 波平均値との比を示す．道路橋示方書標準波では 3 波平均
値との比は 0.6～1.2 の範囲に収まり，サイト波では 0.6～1.5 の範囲となる．サイト波のほうが入力波形によ
るばらつきが大きいことが分かる．1 次固有周期以外での加速度応答スペクトルの違いが原因で，サイト波
で差異が大きくなったと考えられる． 
 隣接桁との相対変位が限界状態を超過する振幅倍率を表 6.14に示す．道示標準波Ⅱ-Ⅲ-1 では SF=0.75 で











































































図 6.52 隣接桁との相対変位 3 波平均値との比 標準波 
図 6.53 隣接桁との相対変位 3 波平均値との比 サイト波 





































6.7 IDA 解析を用いた耐震性能評価法で用いる地震記録の数 
6.6 節では道路橋示方書標準波とサイト波を 3 波ずつ入力し，入力波形によるばらつきを評価した．そし
て，3 波平均値との比と限界状態を超過する振幅倍率を用いて，入力波の違いが IDA 曲線にどの程度の影響
を与えるか評価した．そこで，6.7 節では入力波を何波用いると十分な精度で耐震性能評価を行えるか考察す
る． 
損傷順序ダイアグラムを図 6.54に示す．道路橋示方書標準波では，3 波平均値との比は主桁ひずみで 0.5
～1.5 程度，その他の部位で 0.8～1.2 程度の範囲となり，入力波形により IDA 曲線がばらつくことが分かる．




サイト波では，3 波平均値との比は主桁ひずみで 0.5～1.5 程度，その他の部位で 0.5～1.6 程度の範囲とな
る．1 次固有周期以外での加速度応答スペクトルが 3 波とも異なるので，道路橋示方書標準波と比べて入力
波間の IDA 曲線の差異が大きくなっている．しかしながら，限界状態を超過する振幅倍率は 3 波とも同じで
あるか，最大でも SF で 1 段階の差となる．限界状態を超過する振幅倍率は道路橋示方書標準波と同程度の


































第 6 章「鋼 Vレッグラーメン橋への適用」では，仮想的な鋼 V レッグラーメン橋に道路橋示方書標準波 3
波，サイト波 3 波を用いて漸増動的解析（IDA）を適用し，IDA 曲線および損傷順序がどの程度変化するか
評価を行った．得られた結論は以下のとおりである． 
 
(1) 道路橋示方書標準波 3 波を用いると，3 波平均値との比は主桁で 0.5～1.5 程度，その他の部位で 0.8～1.2
程度となる．入力波により IDA 曲線に差異が生じているものの，限界状態を超過する振幅倍率は 3 波と
も同じか，最大でも SF で 1 段階分の差異となる．入力波形による限界状態を超過する振幅倍率のばらつ
きは小さく，損傷順序を求める上では許容できる程度であると考えられる．3 波平均値を用いた評価を行
うと，道路橋示方書と同程度の精度で損傷順序の評価が行えると考えられる． 
(2) サイト波 3 波を用いると，3 波平均値との比は主桁で 0.5～1.5 程度，その他の部位で 0.6～1.6 程度とな
る．道路橋示方書標準波と比較して IDA 曲線のばらつきは大きくなるが，限界状態を超過する振幅倍率
は 3 波とも同じか，最大でも SF で 1 段階分の差異となる．本ケースにおいては，入力波形による限界
状態を超過する振幅倍率のばらつきは小さく，損傷順序を求める上では許容できる程度であると考えら
れる． 
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(3) 従来の耐震性能評価で行われている地震動の 1 方向入力において IDA を適用するだけではなく，2





















(3) 当て板補強を行った結果，P2 固定支承の橋軸方向水平力は，橋軸方向入力時で 2.0 倍，橋軸直角方向






20m／s2 程度であり，振幅倍率 2.0 では 25 m／s2 程度と極めて大きいことが分かった．車両は安全に
停止できない可能性が高いため検討が必要と考えられる． 
 





















第 6 章「鋼 V レッグラーメン橋への適用」では，仮想的な鋼 V レッグラーメン橋に道路橋示方書標準




(1) 道路橋示方書標準波 3 波を用いると，3 波平均値との比は主桁で 0.5～1.5 程度，その他の部位で 0.8
～1.2 程度となる．入力波により IDA 曲線に差異が生じているものの，限界状態を超過する振幅倍率
は 3 波とも同じか，最大でも SF で 1 段階分の差異となる．入力波形による限界状態を超過する振幅
倍率のばらつきは小さく，損傷順序を求める上では許容できる程度であると考えられる．3 波平均値
を用いた評価を行うと，道路橋示方書と同程度の精度で損傷順序の評価が行えると考えられる． 
(2) サイト波 3 波を用いると，3 波平均値との比は主桁で 0.5～1.5 程度，その他の部位で 0.6～1.6 程度と
なる．道路橋示方書標準波と比較して IDA 曲線のばらつきは大きくなるが，限界状態を超過する振
幅倍率は 3 波とも同じか，最大でも SF で 1 段階分の差異となる．本ケースにおいては，入力波形に
よる限界状態を超過する振幅倍率のばらつきは小さく，損傷順序を求める上では許容できる程度で
あると考えられる． 
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